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第1章 はじめに 
 
1.1 日本の産学連携とコミュニケーションの特徴 
産学連携は社会の発展を促進させるイノベーションの創出に寄与すると期待されるた
め，1995年科学技術基本法の制定を機に，大学等の技術移転促進法や国立大学法人化等の
一連の施策のもとで，国の方針に従い実施されている[1,2]．中央教育審議会答申「我が国
の高度教育の将来像」（H17.1.28）や教育基本法の改正（H18.12）によって，社会貢献が
教育と研究に続き大学の第三の使命として捉えられ，さらにその具体的な内容には，教
育・研究を通じた社会貢献のみならずより直接的かつ多様的な形での社会貢献活動が要求
される．それを実現させる手段として，産業界（Industry）と大学（Academia）間の連
携活動（以下産学連携）が重要視されている．近年では，産業界と大学の連携のみなら
ず，政府機関や民間団体との連携も含まれて，産学連携は広域となりつつある． 
大学に設置された産学連携推進機関（リエゾンオフィスとも呼ぶ，以下連携機関）によ
って産学連携が推進されていることが，日本の産学連携の特徴として挙げられる[2,3,4]
（図 1.1）．連携している大学や企業などは，組織の設立目的・使命・業務・文化・役割が 
 
 
図 1.1 澤田の三層モデルにおけるリエゾンオフィスの位置づけ 
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異なるから，産学連携は異なるドメイン 1間の相互作用である[1]．異なるドメイン間の協
調作業には様々な側面でのドメイン間のギャップが存在するため，連携活動が円滑に遂行
するには，連携機関が仲介となり協調することが重要であると認識されている[4,5]．こう
して大学や企業などの様々なドメイン間のコミュニケーションは，図 1.2が示しているよ
うに，大学における連携機関および連携担当者を介する特徴がある[6,7]． 
 
1.2 産学連携における ICT 利用の現状と課題 
産学連携では，共同・委託（受託）研究，ライセンシング（特許実施許諾），コンソー
シアム寄付研究・寄付講座，コンサルティング，起業（大学発ベンチャー），人材交流・
人材育成など[8]，扱われる情報が多様である．さらに，産学連携が広域となりつつあるに
伴って，一部の情報を非常に広域に発信する必要がある（例えば，日本の水処理業界主要
企業）．多様な情報の管理と広域な発信の補助としては，情報コミュニケーション技術
（Information and Communication Technology，以下 ICT）の利用が期待されている． 
現在，情報のやり取りとコミュニケーションの効率を図るために，電子メール（以下メ
ール）とウェブサイト（以下WWW）が普遍に利用されている．また，人的なネットワー
クの活用に焦点を当て，以前に導入されなかった様々な ICTに基づくツールも，近年利用
されるようになってきた．例えば，大学知的財産管理・活用についてアメリカの AUTM
（Association of University Technology Managers）が「AUTM Connect」という SNS
                                                   
1 構成員の行動・思想・価値観が大まかに一致する産学連携上の分類群． 
図 1.2 連携機関を介したコミュニケーション 
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（Social Network System）機能付の会議管理システムを使われている事例 2，大阪大学が
外部資金情報発信のウェブページに細かく検索可能なデータベースを導入している事
例 3，アメリカや日本国内の各主要大学が，Youtubeのようなビデオ共有サイトを通じて
研究活動の紹介を公開する事例などが挙げられる．産学連携に利用される ICTツールが多
様になってきている一方，産学連携の従事者からは，ICT利用の効果が上がっていない報
告がある．例えば，筆者が所属した神戸大学では，産学連携に主要な ICTツールとなって
いるメールとWWWに対して，産学連携の従事者から下記の意見があった． 
「メールで結構たくさんの情報を教員に送ったが，返事がない．多忙のなかで着信に
気づいていないか，それともほかの理由でちゃんと見てもらっていないか，はっきりと
はわからない．たぶん気づいていないだろう」（連携担当者 A）， 
「外部の研究補助金の情報をウェブサイトにアップしたが，興味を示してくれる教員
が少ない．ウェブサイトは有効かどうか疑問だな」（連携担当者 B）， 
「以前企業にいた頃と同じようなやり方でメールを送っているが，大学ではどうやら
効果がないような気がする」（連携担当者 C）， 
「面談ができない時のやり取り，特にメールでは，外部の連携企業より，大学内部の
方が難しいと思う」（連携担当者 D）， 
などであった．一方連携機関とやり取りをしている教員からは， 
「メールが多数来て何となく見逃すことが多い．情報がほしければ，自らホームページ
で探した方がよさそう」（理学部教員）， 
「ホームページ上の情報が多数あり，自分にとって良い情報の取得が難しい」（工学部
                                                   
2AUTM（Association of University Technology Managers）のウェブページ，
http://www.autm.net/2016-annual-meeting/highlights-networking/autm-connect-online-
partnering/ 
3大阪大学外部資金公募情報ページ，http://www.osaka-u.ac.jp/ja/research/researchinfo 
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教員）， 
「私の分野は技術にならず，産学連携自体が難しいと考え，メールが来ても気づかない
かもしれない」（文学部教員）， 
などがあった．これらの意見を見ると，すでに普及している ICTツールの場合でもコミュ
ニケーションや情報伝達の効率に効果が上がっていない課題が見られる．現在産学連携に
おいて様々な ICT利用が試みられているが，上記の報告から，実際に ICT利用の効果が
どのようになっているか，また効果が上がっていない状況があれば，その要因と改善につ
いて検討する必要がある．  
 
1.3 組織文化とヒューマン・ファクター 
前述した連携担当者 Cと Dの意見から，ICT利用の効果が上がっていない原因が大学
と企業の違いに関係する可能性が示されている．両担当者とも企業の出身者であり，企業
における ICT利用を熟知している．両担当者は教員とのやり取りについて以前企業にいた
頃感じなかった困難を語っている．特に連携担当者 Cには，自分が企業にいた頃の ICT
利用方法が大学では効果がないとのコメントがある．つまり，大学側での ICT利用効果の
低下は，大学と企業の差異に起因する可能性があると考えられる．従って，本研究はまず
大学と企業の差異に焦点を当てる． 
ICT利用の検討において大学と企業の差異については，本研究はさらに組織と文化の側
面が着目する．一般的に企業の ICT利用の検討では，原価（Cost），事業戦略（Business 
Strategy），ビジネスプロセス（Business Process），実現可能性（Implementability）な
どの企業の運営に関わる要素が重視される[9]．一方，特定のユーザ群を対象とした ICT
利用検討では，ユーザの考え方や行動に影響を与える組織と文化に関わるヒューマン・フ
ァクターを考慮することが重要である [10,11]．企業と異なる大学の状況を問うために
は，一般に企業の ICT利用に重視される要素より，組織と文化の側面から見た大学の特徴
に関わるヒューマン・ファクターを用いることが適切であろう．とりわけ，大学が主体と
なる産学連携は，企業だけでの環境と異なり大学の組織と文化の特徴に強く影響を受けて
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いる可能性がある．そのため，本研究において産学連携における ICT利用を検討するにあ
たっては，企業での検討と異なった視点を導入し，組織と文化の側面に関わるヒューマ
ン・ファクターを考慮する． 
 
1.4 本研究の目的 
本研究では，産学連携の ICT利用において効果が上がっていない課題を取り上げ，組織
と文化の側面における大学と企業の差異に焦点を当て，関連するヒューマン・ファクター
を考慮した ICT利用の検討を行う． 
ところで，産学連携における ICT利用の検討を巡る先行研究には，組織と文化の側面に
おける大学と企業との差異を主な視点としたものが未だに見当たらない．多くは，産学連
携に導入されていない ICTシステムの利用可能性に関わる検討である．例えば，田中ら
[12]は教員情報の有効な活用に焦点を当て，必要な情報を検索しやすい教員検索システム
を考案した．技術相談の相手となる教員を容易に検索できるように，研究分野のキーワー
ドを抽出するとともに，途中の段階でキーワード候補の追加・削除・重み付け変更のでき
る機能が開発された．また，日本全体の産学連携情報を集約したポータルサイトとして，
独立行政法人科学技術振興機構（以下 JST）による J-GLOBALが紹介された[13]．そこ
では，産学連携の情報が利用者の目に十分に届いているか否かとの点が主眼とされ，
Google Searchと違った J-GLOBALの新機能が述べられた．これらの研究では，組織と
文化の差異といった人間に関わる側面ではなく，システムの機能に関連する側面から検討
を試みた．システム自体ではなく人間寄りの視点から検討を試みたものとしては，坂倉
[14]による「SNSは産学連携を促進できるか」の関連調査があった．当該調査は，産学連
携の従事者が連携業務への理解と SNSへの認識に着目して，アンケートの結果から産学
連携における SNS利用の可能性を考察したものである．一方で，この検討では，組織と
文化における大学と企業の差異を考慮していなかった． 
以上，産学連携の ICT利用について，組織と文化の側面から見た大学と企業との差異に
着目し関連するヒューマン・ファクターを組み入れた検討は未だになされていないことが
わかる．本研究の目的を達成するには，どのようなヒューマン・ファクターを取り上げ，
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それらのファクターを如何にして ICT利用効果の検討に組み入れるかを考える必要があ
る．従って，本研究では，ヒューマン・ファクターを組み入れ産学連携に特化した検討が
可能となる方法に集中する． 
 
1.5 本論文の構成 
本論文は下記のように構成される． 
第 1章では，研究の背景としてまず日本における産学連携を概観し，産学連携機関・連
携担当者が架け橋となるコミュニケーションについて記述する．次に産学連携における
ICT利用の現状と課題を述べる．産学連携において ICT利用が期待され様々なツールが試
みられているものの，効果が上がっていない課題を示す．その課題を解決するためには，
企業と異なる大学組織文化の特徴に起因するヒューマン・ファクターを見出し，ICT利用
の検討に組み入れる重要性を示す．産学連携の ICT利用を巡る先行研究では大学組織文化
に関わるヒューマン・ファクターへの考慮が見られないため，ヒューマン・ファクターを
考慮したシステム検討ができるための方法の開発を目的とする． 
第 2章では，大学組織文化に起因するヒューマン・ファクターを ICT利用の検討に組み
入れるためのアプローチを示す．ヒューマン・ファクターの関連研究を参考にするうえ組
織文化の側面に着目するアプローチについて述べる．そして具体的に本研究ではどういう
ヒューマン・ファクターを取り扱うかを明示する．なお，検討方法のモデル構築と有用性
考察については，神戸大学の事例を用いることを記述する． 
第 3章では，ICT利用におけるボトルネックの部分を特定するための検討方法を提案す
る．まず分析が容易となる分析モデルを構築する．そのうえ，どのヒューマン・ファクタ
ーを分析モデルに組み入れ如何なる分析を通じてボトルネックの部分を特定するかを示
す．そして神戸大学の事例を用いて，当該方法の有用性を考察する．分析モデルは神戸大
学の事例に限らず，連携機関を介したその他の組織における産学連携コミュニケーション
にも応用する可能性について述べる． 
第 4章では，第 3章で特定した神戸大学事例におけるボトルネックの部分にフォーカス
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して，様々な ICTツールの効果を判定する方法を提案する．そして神戸大学の事例をもと
に効果判定方法の有用性を考察する．効果判定方法の考案にあたっては，ICT利用の効果
判定指標の設定，産学連携の情報発信を考慮した判定の基本的なコンセプト，着目すべき
側面，ICT利用効果に影響する重要なヒューマン・ファクターの抽出，ならびにそれらの
ヒューマン・ファクターを組み入れた判定のプロセスについて説明する．最後に，事例を
用いた判定の結果をもとに判定方法の有用性を検証する．  
第 5章では，効果判定の悪い ICT利用に問題意識をしつつ，効果が上がっていない要因
の究明および改善の方法を探る．アンケートおよびインタビュー調査においてどういうヒ
ューマン・ファクターを考慮し如何に調査項目を設定するかを明示する．そして神戸大学
の事例への調査を通じて，ICT利用の効果が上がっていない要因と改善方法を示す．ここ
では，第 3章と第 4章と同様に，問題の要因と改善を探る過程を通じて，ヒューマン・フ
ァクターを如何にして検討に組み入れるかのアプローチを示し，事例をもとにその有用性
を考察する． 
第 6章では，本研究の終わりとして，各章で考案された検討の方法をまとめ，特に産学
連携における ICT利用の検討では，企業と異なる大学組織文化について如何に考え，どう
いったヒューマン・ファクターを考慮し，如何なるプロセスで ICT利用検討に組み入れる
かを統括する．最後に，本研究で取り扱った事例と類似したほかの産学連携の ICT利用検
討にも，考案した検討のアプローチと手法が応用できる可能性を示す．  
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第2章 研究アプローチと方法 
 
2.1 本章の目的 
本章では，ICT利用の検討におけるヒューマン・ファクターの関連研究をレビューし，
それを参考にして本研究においてヒューマン・ファクターに対する基本的な考え方を述べ
る．特に産学連携の ICT利用を検討の対象となるため，企業と異なる大学の組織と文化に
着目する場合，如何なるヒューマン・ファクターを考慮するかについて説明する．なお，
本研究全体にあたってのアプローチと方法の特徴も記述する． 
 
2.2 ヒューマン・ファクターの関連研究 
ICTに基づくシステムの設計や評価においては，ヒューマン・ファクターを重要視する
分野としてHuman Computer Interaction（HCI）がある[15]．Association for 
Computing Machinery（AMC）では，HCIは「a discipline concerned with the design, 
evaluation and implementation of interactive computing systems for human use and 
with the study of major phenomena surrounding them」と定義されている[16]．HCIで
は，コンピューターのマシン側に関わる要素より，ユーザ側の行動に影響する人間の心
理・生物・社会・文化に関連する要素に重点を置く．ユーザの行動や心理的な反応といっ
たヒューマン・ファクターが，アプリケーションの有用性を問う重要な要素と指摘されて
いる．例えば，Paul Hendriksの「Why Share Knowledge? The Influence of ICT on the 
Motivation for Knowledge Sharing」[17]では，ユーザのモチベーションを主要なヒュー
マン・ファクターとして ICT利用による効果・影響を検討した．そして，ICT利用検討に
おいてモチベーションが重要なファクターと主張している．多くの HCI研究では，モチベ
ーションが主要なヒューマン・ファクターの一つとしてシステムの設計と検討に用いられ
ている[18]．HCIは人間とコンピューターの相互作用を広く捉える分野であり，研究の対
象によって様々なアプローチと方法が用いられる．HCIにおけるアプローチと方法として
は，User-Centric/User-Centered Design（UCD）がある[19]．UCDは，システムの End 
 9 
 
Userを中心的に考え，ユーザのニーズ，使用環境，ユーザの特性などを，システム設計お
よび評価の主要な要素として考慮するアプローチである．そのアプローチはシステムの早
期設計から評価までの一連のプロセスに適用される．ユーザに関わる種々の要素を中心に
して，ユーザ群・ICT利用目的・使用環境に合わせて，Ethnographic Study，
Contextual InquiryやUsability Testingなどの調査手法が検討に用いられ，ユーザに関
わる様々な側面におけるヒューマン・ファクターが検討に組み入れられる[20,21]．UCD
に沿った ICT利用の関連研究といえば，HeidyやHiroshiらが行った E-learningシステ
ムの検討が挙げられる[22]．当該検討では，ユーザが大学生であることを前提にして，大
学生の学習モチベーションの向上に焦点を当てながら，動的なキャラクターを取り入れた
E-learningシステムの設計と評価に取り組んだ．評価結果を踏まえて，学習モチベーショ
ンを向上させるためのシステム設計の方向性を提案した．Heidyらの研究は同様にモチベ
ーションに着目したが，ユーザを大学生にターゲットした．大学生という特定のユーザ群
にフォーカスしながら，大学生がアニメーションを好む背景をもとに，アニメーションに
よる影響が学生の学習に反映される点を，主要なヒューマン・ファクターとして検討に組
み入れられた．ユーザの文化や社会的なコンテキストを重点的に考慮した検討として，馬
場らによる「外国人支援から見た地方自治体のWebサイト―多文化共生と ICT」が挙げ
られる[23]．当該研究は日本に在住する外国人をユーザとし，主要な地方自治体によるウ
ェブサイトの有用性を検討した．まず，サイトを閲覧する外国人は日本人と異なってどう
いう特性を持つか，外国人が日本で生活するにあたって如何なる社会的な困難に遭ってい
るのかについて調べた．そして，日本在住の外国人をめぐる社会的な影響ないし外国人自
らの文化的な要素を重点的に考慮したうえでアンケートを設計し，地方自治体のウェブサ
イトの有用性について調査を行った．ちなみに，産学連携の ICT利用についてであれば，
前述した SNSの利用可能性に関する坂倉の調査もユーザを中心に考慮した研究の一例で
ある[14]．坂倉の研究では，システムのユーザを産学連携の従事者に限って，ユーザの連
携業務に対する意識と SNSへの認識をヒューマン・ファクターとして，SNS利用の可能
性を検討した．SNSの導入検討としてユーザを配慮した試みである． 
上記のように，ICT利用に際してユーザの考え方や行動に影響を与えるヒューマン・フ
ァクターは多様である．一方で，それぞれの研究では，ある側面に着目してから関連する
具体的なヒューマン・ファクターを組み入れている．また，検討の対象となるユーザにつ
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いては，ユーザのいる環境とユーザの特性を予め把握してから検討することが参考とな
る．つまり，ヒューマン・ファクターの設定・組み入れ方については，下記のプロセスが
提示されている．すなわち， 
 ユーザのいる環境とユーザの特性を予め把握すること， 
 ある側面に沿って関連する具体的なヒューマン・ファクターを組み入れること， 
である．本研究はこうしたインプリケーションを念頭に置きながら，企業と異なる大学の
組織と文化の特徴的なヒューマン・ファクターを如何に考えて設定するかについて，次の
節で説明する． 
 
2.3 本研究におけるヒューマン・ファクター 
2.3.1 企業と異なる大学の組織文化の特徴 
組織と文化の側面から見た大学と企業の相違については，まず組織面においては，
Clark[24]，Schein[25]，Sporn[26]が大学組織のガバナンスについて，企業と比べて大学
は目的や指揮命令系統が明確でなくそれぞれの構成員に強い独立性がある「緩やかな結
合」という特徴を持つことを主張している．また大場[27]は，「大学組織の代表的特徴に同
僚制がある」と指摘している．その同僚制のもとで，大学の教員は独立した個体として行
動する傾向が強く，その行動が教員個人の考え方・判断に強く左右されるとのことであ
る．さらに中原[28]によれば，大学の教員は企業の従業員と比べて共同体意識や帰属意識
が希薄であり，共同体意識による協力体制が企業と異なる点が大きな特徴である． 
また文化面においては，大学における文化価値観の多様性が，Mary[29]，Harold[30]に
よって指摘されている．それが大学において様々な分野の研究に専攻する教員・研究者が
おり，学問の自由が尊重されるなかで活動するからであるという．企業の場合，創立時か
ら事業目的が明確に設定され，それぞれの背景を持つ従業員が同じ目標に向けさせるた
め，一定程度様々な文化価値観を統一する．それに対して大学は，多様な角度や側面から
物事の真価を問う場として，教員・研究員による様々な考え方と価値観の共存を維持す
る．文化価値観の多様性を持つことが，大学の大きな特徴の一つであると考えられる．以
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上を総合的に理解すると，企業より大学は個々の構成員の独立性が強く，多様な価値観が
共存する組織である．そして同じ物事に対して必ずしも個々の構成員が同様な認識や意識
を持つことに限らない点が捉えられよう．つまり，大学組織文化の特徴に下記の重要な三
点がある： 
1. 大学における教員の行動は単に指揮命令に従う業務遂行の行為ではない点， 
2. 教員の行動が教員個人の考え方・判断に強く左右される点， 
3. 大学の物事に対して個々の教員が異なる意識・認識を持つ可能性があるとの点． 
こうした大学の組織文化的な特徴から産学連携を考慮すれば， 
a. 教員が産学連携に対して異なる意識・認識を持つ可能性， 
b. 連携機関による情報を収集することは，単に教員が連携創機関の指揮命令に従う行
為ではなく，自らの判断に強く左右される可能性， 
がある．本研究はこれらの特徴に着目する． 
2.3.2 考慮するヒューマン・ファクター 
1.1節で述べたように，産学連携は大学，企業，政府機関，民間団体などの多様なドメ
インの相互活動である．各ドメインは組織の設立目的・使命・業務・文化・役割が異なる
ため，ドメインに属するユーザが，産学連携に対して異なる認識と行動をする可能性が推
測される．企業と異なる大学の組織文化の特徴からは，大学教員の特性が産学連携の ICT
利用に影響を与える可能性があると考えられる．上述したように，大学では多様な文化価
値観が共存するため，教員が産学連携に対して異なる意識・認識を持つ可能性がある．ま
た，教員を主体とする組織では指揮命令系統が明確ではない同僚制との特徴があり，教員
の情報収集という行動は単に連携機関の指揮命令に従う行為ではなく自らの判断に強く左
右される可能性もある．それを前提にして，産学連携の ICT利用の検討においては，まず
ユーザが産学連携に対する意識・認識の差異が主なヒューマン・ファクターとする． 
また，ICT利用の検討におけるヒューマン・ファクターといえば，多くのHCIの関連
研究で用いられるモチベーションという要素も重要に考える．産学連携には企業や大学な
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どの多様なドメインに属するユーザが存在する．教員を含めてそれぞれのユーザが，産学
連携に対する意識・認識が異なるとともに，産学連携を行う目的や立場も違う．そのた
め，個々のユーザが産学連携に携わるモチベーションに差異があると推測できる．その差
異は産学連携のコミュニケーションないし ICT利用の効果にも影響を与えると考えられ
る．従って，モチベーションは産学連携の ICT利用の検討における重要なヒューマン・フ
ァクターとする． 
なお，産学連携のコミュニケーションや情報やり取りにモチベーションが違えば，ICT
利用上の反応にも差異が生じる可能性がある．仮に同じメールを使用するとしても，モチ
ベーションによってユーザが返信する時間が異なり，あるいは極端の場合着信したメール
を読まないようにする行動をとる可能性があるので，こうしたユーザの反応は ICT利用の
効果に強い影響を与えると考えられる．よって，ユーザが ICT利用における反応の違いも
重要なヒューマン・ファクターとする． 
まとめて，本研究では，下記を検討にあたってのヒューマン・ファクターとする： 
 ユーザが産学連携に対する意識・認識， 
 ユーザが産学連携コミュニケーション・情報やり取りに対するモチベーション， 
 ユーザが ICT利用における反応 
  
2.4 アプローチと方法の特徴 
2.4.1 ヒューマン・ファクターとコミュニケーションを合わせた検討 
産学連携は大学や企業などの異なるドメイン間の相互作用であり，実際のやり取りで
は，澤田の三層モデル（図 1.1）が示しているように，組織と個人のレベルの活動が混在
している．なお，産学連携は連携機関によって推進されており，大学や企業などのコミュ
ニケーションが連携機関を介する特徴を考慮すると，大学・連携機関・企業からなるコミ
ュニケーションの形態が複雑になることが想定される．筆者が所属していた連携機関の担
当者によれば，教員と企業をつなぐコミュニケーションのなかで，相手が一人また同時に
多数になる場合があるし，特別な相手をターゲットしてやり取りをする場合もある．ま
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た，内容によると相手が個人だけでなく組織（組織の代表者）であることもある．組織と
個人レベルのコミュニケーションが混在することは，澤田の三層モデルが示している特徴
と一致する．つまり，産学連携のコミュニケーションは多様な形態になっている． 
ICT利用はコミュニケーションの形態によって変化する可能性があるので，その効果を
的確に検討するためには，多様な形態を含む状況を考慮する必要がある．特にコミュニケ
ーションにおいて情報の発信側と受取側の状況を把握し，情報の伝達が如何なる形でなさ
れているかを捉えることが重要であろう．従って，本研究では，前述したヒューマン・フ
ァクターを考慮するだけでなく，産学連携のコミュニケーションにおける情報の発信側，
受取側，および伝達形態と合わせて検討する．大学組織文化の特徴に関わるヒューマン・
ファクターと産学連携のコミュニケーションを合わせた検討は，本研究のアプローチにお
ける特徴である． 
2.4.2 モデル構築と有用性検証に神戸大学事例の採用 
大学組織文化を考慮しヒューマン・ファクターを ICT利用の検討に組み入れる方法の考
案と有用性の検証のために，神戸大学を事例として扱う．それにより，産学連携の現場の
状況を捉えやすく，ICT利用上の問題点の特定・究明・改善の探りが容易となる． 
神戸大学は日本の国立大学の一員として，国の方針や施策に沿った産学連携を実施して
いるため，その他の国立大学と類似した産学連携の制度や体制を備えている．前述した日
本の産学連携コミュニケーションの特徴と一致して，学内外の仲介として産学連携機関
（連携創造本部）が大学に設置されている．神戸大学における産学連携は日本の産学連携
の一つの典型的な例として，その ICT利用についての検討が神戸大学のみならず一定程度
ほかの国立大学の状況を反映することができる．よって，本研究においては，神戸大学の
事例が適切な検討の対象であると考える． 
2.4.3 質的データの扱い 
産学連携に特化した ICT利用の検討には，産学連携というコンテキストを如何に踏まえ
るかが重要である．現在産学連携関連の ICT利用の検討では，システム側とりわけ新たな
システムの導入に焦点を当てたものが多い．それに対して，筆者はユーザ側を中心とした
検討を行う．そのためには，産学連携を背景として大学組織文化に起因するヒューマン・
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ファクターを考慮する．前述したようにこのようなアプローチを採用した先行研究が見当
たらないなかでは，本研究は産学連携のコミュニケーションについてユーザのどのような
属性集合を評価すべきかという段階である．従って，まず事例を中心に数の少ない対象に
絞った質的分析が妥当と考える． 
なお，事例研究において神戸大学の事例を十分に理解し ICT利用上の課題を究明するに
あたっては，ユーザの行動のみならずその行動を駆使する考え方や物事の認識・自覚など
の内面的な要素を問うため，インタビュー，アンケートないし筆者の参与観察による質的
データが役立つ[31]．よって，本研究では質的データから課題を考察する． 
2.4.4 参与観察の実施 
現場の状況を的確に把握するためには，ユーザへのインタビューおよびアンケート調査
とともに，筆者が産学連携従事者の一人として参与し，ユーザを観察する．参与観察が可
能となるには、研究者が一定程度産学連携の認識し実務経験を持つことが前提である．筆
者は 2009～2013年度において大学の連携機関で研究員を務め（表 2.1），産学連携に従事
するコーディネータや大学教員等のユーザと密接な関係を有し，参与観察やインタビュー
調査の実施に有利な条件を持つ．なお，筆者は産学連携の特別研究員として実務経験を有
するので，参与観察の実施が可能と考えられ，当該調査方法を採用する． 
 
2.5 本章のまとめ 
表 2.1 筆者が産学連携担当者としての経歴 
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本研究では，産学連携における ICT利用の検討において，企業と異なる大学の組織文化
の特徴に着目し，特に同僚制・多様な文化価値観の共存・教員の組織帰属に関わるヒュー
マン・ファクターを組み入れる．具体的に考慮するヒューマン・ファクターは，ユーザが
産学連携に対する意識・認識の差異，ユーザが産学連携コミュニケーション・情報やり取
りに対するモチベーションの差異，およびユーザが ICT利用における反応の差異，とす
る．なお，連携機関を介した産学連携のコミュニケーションに多様な情報伝達形態が存在
し，ICT利用に影響を与える可能性があるので，ヒューマン・ファクターとコミュニケー
ションの実態を合わせた検討にする．これが本研究におけるアプローチの特徴である． 
  
 16 
 
第3章 ICT 利用におけるボトルネック部分の特定方法 
 
3.1 本章の目的 
本章では，2.3節で述べた大学の組織文化の特徴を念頭に置きながら，考慮するヒュー
マン・ファクターを組み入れた ICT利用におけるボトルネックな部分を特定する方法の考
案を目的とする．そして神戸大学の事例をもとにその有用性を考察する．1.2節で提起し
た ICT利用効果が上がっていない課題についての意見を見ると，効果の低下が大学側での
問題である可能性があるものの，産学連携コミュニケーションの全体において具体的に誰
と誰とのやり取りに問題があるのか，あるいは情報伝達で見ればうまくなされていないと
ころはどこにあるのかが，まだ不明確である．具体的な課題を解決するためには，あらか
じめ産学連携のコミュニケーションの全体におけるボトルネックの所在を特定することが
必要である．よって，本章はまずボトルネックを明らかにする方法を考案する．  
 
3.2 分析モデルの構築 
ICT利用におけるボトルネックな部分を特定するための分析モデルは，産学連携コミュ
ニケーションの細分化，情報伝達形態の分類と記載，モチベーションの記載という三つの
ステップから構成される．分析モデルはボトルネックとなる部分の分析が容易となるフレ
ームワークで，分析はこの分析モデルに情報伝達形態とモチベーションといった諸ファク
ターを記載するうえで行われる． 
3.2.1 情報伝達形態とモチベーションに着目 
産学連携の ICT利用においてコミュニケーションあるいは情報伝達がうまくなされてい
ないボトルネックな部分を特定するにあたっては，情報伝達形態を重点的に考える必要が
ある．連携機関を介したコミュニケーション（図 1.2）では，教員や企業などが多数存在
し，連携機関における連携担当者は教員や企業などをつなぐ役割として，一対一・一対多
数・相手を特定した発信などのコミュニケーション方法を用いることが想定される．情報
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の伝達でいえば，様々な伝達形態が混在する状況が考えられる．こうした状況が ICT利用
の効果に影響する可能性が考えられるため，検討に際して情報伝達形態を考慮する必要が
ある． 
また，ユーザが産学連携の情報やり取りに対するもモチベーションも考慮すべき重要な
要素である．特定のユーザ群を中心とした ICT利用の検討について，モチベーションへの
考慮が重要であることが主張されており，現在多くの関連研究では，モチベーションを主
要なヒューマン・ファクターとしてシステムの設計と検討に用いられている．産学連携に
おいて主体となる教員・連携機関・企業が異なる立場に立ち，産学連携に対する意識・認
識に差異が存在する可能性があるので，産学連携のコミュニケーションと情報やり取りに
はモチベーションが必ずしも同じではないことが考えられる．特に同僚制，多様な文化価
値観の共存，帰属意識という大学の組織文化の特徴が教員に強く影響を与えているため，
特に教員の方は企業出身者の多い連携機関および企業従業員とはモチベーションが大きく
異なることが予想される．よって，モチベーションは産学連携の ICT利用の検討には考慮
すべきヒューマン・ファクターと考える． 
以下，ボトルネックを特定する方法の考案にあたっては，情報伝達形態とモチベーショ
ンを合わせて検討に組み入れる． 
3.2.2 産学連携コミュニケーションの細分化 
ボトルネック部分の特定が容易となるために，まず連携機関を介した大学や企業間のコ
ミュニケーションを四つに細分化する．前述したように，多くの産学連携活動が大学に設
置された産学連携機関によって推進されている．連携機関が仲介となる産学連携のコミュ
ニケーションでは，教員・企業・連携担当者の間様々な情報伝達形態が混在し，各者の情
報やり取りのモチベーションに差異が存在する可能性がある．さらにコミュニケーション
が双方向であることを考慮すると，コミュニケーションが複雑になる状況が予想される．
ICT利用の効果を的確に分析するためには，コミュニケーションを細分化する必要があ
る．細分化にあたっては，仲介である連携機関を中心として，連携機関を経由してコミュ
ニケーションを行う大学と企業を連携機関の両側に記す．大学側には教員以外に事務職員
も含むが，教員が産学連携の主体であるため，「学内教員等」と記す．企業側には，企業
以外に政府機関や民間団体がいるが主に企業が主体となるので，「学外企業等」と記す．
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そして，二者間の単一方向のコミュニケーションを一つの区間として分割する．その結
果，コミュニケーションの全体を四つの区間にわける．すなわち，学内教員等から連携機
関までのコミュニケーション（区間 A），連携機関から学外企業等までのコミュニケーショ
ン（区間 B），学外企業等から連携機関までのコミュニケーション（区間 C），連携機関か
ら学内教員等までのコミュニケーション（区間 D），である（図 3.1）． 
 
ところで，産学連携では連携機関を介しない形のコミュニケーションも存在するが，連
携機関の仲介が産学連携のきっかけとなることが多いため，本章では，連携機関を経由し
たコミュニケーションに限って検討する． 
3.2.3 情報伝達形態の分類と記載 
様々な情報伝達形態が混在している状況を容易に分析するために，伝達形態をタイプに
図 3.1 産学連携コミュニケーションの細分化 
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分類することが必要である．人間のコミュニケーションにおける情報伝達の最小構成単位
は二つのノード（Node）からなるネットワークである[32]．これをもとにして情報伝達形
態は四つの基本的な伝達のタイプに分類できる（図 3.2）． 
 
（１）情報が単一の発信源から単一の受信先に流れるというタイプ（Point-to-Point, 以
下 P2P）である．この場合，受信先が一つしかないので，受信先の特定行為がなされな
い． 
（２）情報が単一の発信源から単一の特定した受信先まで流れるというタイプ（Point-
to-Single Target, 以下 P2T）である．この場合，発信源が多数の受信先から一つを特定す
る行為が特徴である（特定）． 
（３）情報が単一の発信源から多数の特定した受信先まで流れるというタイプ（Point-
to-Multi-Targets, 以下 P2M）である．ここでは，多数の受信先を特定する行為が特徴で
ある．P2Mは P2Tの重複ではなく，一回のコミュニケーションにおいて多数の受信先が
特定され情報が送られる形態である（特定多数）． 
（４）情報が単一の発信源から，不特定の受信先まで流れるというタイプである
（Point-to-Open Community, 以下 P2O）．受信先が特定しない或いは特定できない前提
があるので，情報が単に公開されるという特徴がある（不特定多数）．  
図 3.2 コミュニケーションにおける四つの情報伝達基本タイプ 
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ICT利用の検討にあたっては，分析する事例への調査に基づき上記の四つの伝達タイプ
を細分化した区間に記載する．図 3.3はその記載例である．この例においては，学内教員 
 
等から連携機関までの区間について，仮に調査の結果から教員が連携機関への連絡に相手
を指定しないことがわかれば，この区間に P2Pと記す．連携機関から学外企業等までの区
間については，仮に連携担当者が不特定多数の企業，あるいは特定・特定多数の企業に情
報を流すことが調査で把握されれば，当該区間には P2T，P2M，P2Oと記す．こうした
ように，すべての区間について調査結果から把握した情報伝達のタイプを記載する． 
3.2.4 モチベーションの記載 
情報伝達形態を記載するうえ，次にモチベーションを記載する．ここでいうモチベーシ
ョンとは，ユーザが自ら積極的にコミュニケーションを取り情報を送る姿勢（以下
Active）と, 積極的ではない姿勢（以下Non-active），という二つの異なった状況を指す．
図 3.3 情報伝達形態の記載例 
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こうしたモチベーションの状況と情報伝達形態を合わせて考えれば，モチベーションを組
み入れる重要性がわかる．例えば P2Oでは相手を問わない単に情報を公開するだけで，
相手が Activeなモチベーションを持たない限りは，自ら情報を収集しない可能性がある．
その場合は情報が相手に伝われない状況になる．逆にいえば，相手が Non-activeなモチ
ベーションを持つという状況に対して，情報の発信側がうまく相手を指定し自ら情報を届
けるならば，情報は比較的に相手に伝わる可能性が高くなる．従って，情報伝達形態のみ
でなくユーザの情報やり取りのモチベーションというヒューマン・ファクターを加えるこ
とで，ICT利用の効果が分析しやすくなると考えられる． 
図 3.4はモチベーションの記載例である．区別のためNon-activeは薄い網掛とし，
Activeは濃い網掛とする．そして記す際，学内教員等・連携機関・学外企業等に該当する
網掛をつける．モチベーションについては実際に調査から把握する．例えば，図 3.4の例
では，教員が情報のやり取りに対して積極的ではない姿勢が把握されれば，薄い網掛とな
る．一方企業の方が積極的であることがわかれば，濃い網掛と記す． 
図 3.4 モチベーションの記載例 
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以上述べたように，分析モデルはコミュニケーションの細分化，情報伝達形態の記載お
よびモチベーションの記載を経て構成される．この分析モデルは ICT利用におけるボトル
ネックな部分の特定が容易となるためのフレームワークであり，分析モデルにおける情報
伝達形態とモチベーションは，個々の検討において分析する対象への調査に基づき記載す
る．このことから，分析の対象となる事例が違えば，分析モデルに記載する情報伝達形態
とモチベーションが異なる． 
 
3.3 神戸大学事例を用いた特定方法の有用性考察 
以下，神戸大学の事例を用いて ICT利用におけるボトルネックな部分を特定するための
分析方法について説明する．神戸大学の連携機関である連携創造本部を経由したコミュニ
ケーションを把握するために，筆者は 2013年度の後期にわたり，連携創造本部副本部長
および教員と企業をつなぐ連携担当者の二人にインタビュー調査を行い，自らの参与観察
を加えてコミュニケーションを調べた．これから分析モデルに沿って情報伝達形態とモチ
ベーションを記載する． 
3.3.1 情報伝達形態の記載例 
区間 A（学内教員等→連携機関） 
この区間では，情報が一人ひとりの教員から連携創造本部に送られる．情報やり取りの
実態として特徴的なのは，情報の受取先となる連携創造本部が，専用の窓口を設けなが
ら，教員が連携担当者とのコネクションを持つ場合は連携担当者に直接連絡する，とのこ
とである．連携担当者の数が限られている連携創造本部では，往々窓口と担当者が同じ連
絡先になる場合がある．つまり，教員が連携創造本部に連絡する際，単に連絡することで
相手を指定する必要がほとんどない．よって，この区間に P2Pと記す．  
区間 B（連携機関→学外企業等） 
この区間では，連携創造本部が現在神戸大学と共同研究を行っている多数の企業だけで
なく，政府機関，民間団体，未だに協力関係になっていない企業までに情報を流す．情報
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やり取りに際しては，連携創造本部の連携担当者が，相手を問わない単に情報を公開する
方法，内容によって相手を特定して情報を流す方法，および一回の連絡において多数の相
手を特定する方法を用いることがわかる．連携創造本部は学内教員等と学外企業等をつな
ぐ役割だけでなく，神戸大学の産学連携の取り組みを大衆向けに周知する場合もあるた
め，その際不特定多数の情報公開となる．ちなみに，学外に対しては，連携担当者の相手
が非常に多数であり，連携担当者は相手を特定せずに一対一のやり取りをすることがな
い．よって，この区間では伝達形態を P2T，P2Mおよび P2Oと記す． 
区間 C（学外企業等→連携機関） 
この区間では，学外企業等が連携創造本部に連絡する時，最初は連携創造本部が提供し
ている窓口にコンタクトし，連携担当者とコネクションができ次第直接担当者まで連絡す
ることが確認された．区間 Aでの状況が類似し，相手を特定したり指定したりする必要が
ほとんどないので，区間 Aと同様に伝達形態を P2Pと記す． 
区間 D（連携機関→学内教員等） 
この区間では，連携創造本部が学内の教員等に向けて情報を発信する．情報やり取りの
なかでは，連携担当者がコネクションを有する教員を特定し連絡する場合が多いが，面識
がない教員とコンタクトを取る場合，研究科やほかの知人の教員から紹介を受け，一回の
連絡で多数の関連かもしれない教員を指定することが把握された．また，すべての学内関
係者に産学連携の情報を公開することも確認できた．その場合，関係者が具体的に誰であ
るかが不明なので，特定が不可能であり単に情報を公開するだけになっている．ところ
で，区間 Bと類似して連携担当者の相手は常に多数であり，相手を特定せずに一対一のコ
ミュニケーションはほとんどなされていない．従って，相手を場合は P2T, P2M，できな
い場合は P2Oと記す． 
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以上の調査結果を四つの区間の図で表すと，図 3.5の通りである． 
 
3.3.2 モチベーションの記載例 
次に各側のユーザのモチベーションを記載する． 
連携創造本部 
連携創造本部は神戸大学の産学連携を推進・支援する組織であり，設立のミッションに
おいては，神戸大学における「知」の創造から「知」の社会への還元までを一元的に行う
ことによって，産学官民連携等に係るそれぞれの機能を十分発揮して，業務の一層の効率
化を図ることを目的とする（連携創造本部ファクトブック，2014）．その事業目的に沿っ
図 3.5 神戸大学事例に基づいた情報伝達形態の記載 
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て，連携創造本部の連携担当者は，学内教員等と学外企業等をつなぎ産学連携を推進する
ことが業務の主要内容であるために，自ら積極的にコミュニケーションと情報のやり取り
に取り組んでいる．連携創造本部は Activeなモチベーションを持つことがわかる． 
学外企業等 
学外企業等は，特に企業というドメインにおいては，利益を追求し持続的に商品やサー
ビスを社会に提供するという事業目的に基づくので，産学連携を通じて自らの研究開発の
ためには，大学の技術や知識を得る明確な目的を持つ．言い換えるならば，もし企業が大
学の知見を求める必要がないと考えたら，自ら連絡することが少ない．また政府機関の場
合は，産学連携を政策のもとで促進する立場であり，定期的に連携担当者まで情報を届け
ることになっている．連携担当者による意見と筆者の観察からは，学外企業等のモチベー
ションも Activeと捉えられる． 
学内教員等 
学内教員等では，上述した連携創造本部および外部企業等とは異なる状況が見られる．
連携担当者の意見と筆者の観察からいえば，産学連携の情報やり取りに対して多くの教員
が Non-activeなモチベーションを持つ姿勢が見られる．連携担当者によれば，積極的に
産学連携に取り組む教員もいるが，現在では，全体的に見るとその割合がまだ少ないだろ
うという．理由としては，おそらく大学は利益追求で事業を進める企業と違って真理を追
究する公共性を持つ機関であることが前提であると，連携担当者が考えている．筆者は連
携担当者との相談次第，次に分析する．大学の本来の使命は「真理追究」のための研究お
よび「人材育成」のための教育にある．近年社会貢献が大学の第三の使命として位置づけ
られているが，大学の設立と発展の経緯から見れば，研究と教育が大学の使命である認識
が長い歴史のなかでより定着している．そのため，社会貢献の手段としての産学連携への
認識は，研究と教育に比べて，大学教員の価値観のなかでより弱い可能性が考えられる．
産学連携が本来の業務ではない認識のもとでは，情報やり取りに対して自ら積極的に進め
る教員が少ない実状が理解できる．学内教員等には事務組織なども含まれるが，産学連携
において教員が主体となるため，教員を基準にして学内教員等にはNon-activeと記す． 
以上の産学連携コミュニケーションにおけるユーザの情報やり取りのモチベーション
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を，前述した情報伝達形態と合わせて記載すると，図 3.6の通りとなる．図 3.6が示して
いるのは，分析モデルをフレームワークとして神戸大学の事例をもとに情報伝達形態とモ
チベーションを記載したもので，記載内容は神戸大学の事例に限ったもので，産学連携の
普遍的な状況を表すものではない．以下，記載した分析モデルを用いて ICT利用における
ボトルネックな部分を特定する． 
 
3.3.3 ボトルネック部分の特定例 
神戸大学の産学連携では，主に利用している ICTツールはWWWおよびメールであ
る．以下からは別々で分析を行う．そして事例の分析によって分析方法を説明する． 
WWW の利用に対する検討 
図 3.6 神戸大学事例に基づいたモチベーションの記載 
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連携創造本部は現在部局としての独自のWWWを運営し，基本連携担当者個人ではなく
組織として情報を開示している．WWWには静的なコンテンツが載せられ，連携創造本部
から発信するという単一の方向で情報を流す．学外教員等および学外企業等からの情報を
受け取るには，WWW上に該当する機能が設けられていない（メールアドレスを連絡窓口
としてWWWに掲載することは，WWWの機能として捉えない）．分析モデルに当てはめ
れば，WWWを利用している区間は Bと Dである（図 3.7）． 
 
静的なコンテンツに基づいたWWWは，機能として情報を開示することに適する一方，
情報の受取先を特定はしない．つまり，情報伝達タイプの P2Oに対応する．この特徴を
考慮して連携創造本部のWWW利用を分析すると，連携創造本部は学外企業および学内教
員等に対して相手を特定しない情報公開を行っており P2Oとなるため，機能上WWWは
対応するがことがわかる．モチベーションを合わせて考えれば，区間 Bにおいて情報の受
図 3.7 神戸大学事例におけるWWWの利用区間 
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取先となる学外企業等が積極的に情報を収集するので，連携創造本部がWWWによって公
開している情報を自ら収集することから，情報は学外企業等に伝わる可能性が高く，
WWWの利用は効果ありと考えられる．一方学内教員等への情報発信では，受取先となる
学内教員等はNon-activeになっている．連携創造本部がWWWを利用し公開している情
報を自ら収集することが少ないと予想できる．その場合，情報が学内教員等に伝わる可能
性が低いため，区間 DにおけるWWWの利用はおそらく効果が小さいと推測される．神
戸大学の事例では，学内教員等へ情報発信においてWWWの利用が効果低下との課題につ
ながっている． 
メールの利用に対する検討 
メールの利用については，現在連携創造本部の連携担当者は POP方式のメールソフト
を利用している．メールはWWWと違って情報の発信のみでなく受け取ることも含めた双
方向のやり取りが可能である．情報の送付に際して受取先を特定しなければならないた
め，言い換えれば，受取先のメールアドレスがわからない場合は連絡が取れず情報の送付
は不可能である．神戸大学の事例では，産学連携コミュニケーションにおいてすべての区
間にメールの利用となっていることが確認できた（図 3.8）． 
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メールは特定・特定多数の情報やり取りに利用可能なので，情報伝達タイプの P2P，
P2Tおよび P2Mに対応する．この対応性から見ると，P2O以外にメールは連携創造本部
が学内教員等と学外企業等とのコミュニケーションのすべての情報伝達形態に利用でき
る．また，区間 Dにおいてモチベーションの低い学内教員等に対しても，連携担当者が教
員を特定し情報を届けるため，教員は能動的に情報収集を行わなくても情報の取得は可能
となる．その場合，情報が教員に伝わる可能性がWWW利用時より高く，メールの効果は
比較的に高いと考えられる． 
一方で，実際の産学連携コミュニケーションでは，メール利用の効果が上記の分析のよ
うにならず不明確であることも，連携担当者から指摘された．まずメールで対応する特定
多数の情報発信では，受信者の数が多くなると，発信者が行う受信者の管理が複雑となり
困難を招く場合がある．神戸大学の事例では，連携創造本部に所属する連携担当者の数が
図 3.8 神戸大学事例におけるメールの利用区間 
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少なく，大量の受信者を特定し発信することが困難である．区間 Bでは，企業が多数であ
りながら，多くの場合企業の代表者あるいは多数の企業が含む組織の代表者とコミュニケ
ーションをするだけで，受信者の数は多くない．ところが，区間 Dでは，大学組織の特徴
である同僚制のもとで教員が独立した形で行動することが多く，かつモチベーションが
Non-activeになる教員が少なくないため，往々一人ひとりを特定し情報を届けることが必
要となる．その場合，連携担当者にとっては受信者の数が非常に多く，メールの利用にか
かる手間と時間が要され，連携担当者から見るとメールの利用が効率的ではないこともあ
る．なお，メールを利用するにあたっては，WWWと異なり，連携担当者と教員とのコネ
クションをうまく活用しないといけない場合もあるとの実態は，連携担当者と筆者ととも
に感じている．つまり，教員とのやり取りでは，どの ICTツールを使うのみならず，如何
なる工夫を施して情報を送るかとの点も考える必要がある．  
ボトルネックとなる部分 
神戸大学の事例をもとに情報伝達形態とモチベーションを記載した分析モデルを用い
て，WWWとメールの利用を分析すると，産学連携コミュニケーションの全体において
は，連携機関から学内教員等への情報発信という区間 Dがボトルネックな部分であること
を明らかにした．この区間では，モチベーションの低い教員を相手にWWWの利用が効果
低下するとともに，メールの利用でも，特定教員の数が非常に多く，かつ情報送信時の連
携担当者の工夫によって効果が変化するため，効果が不明確であることがわかった．区間
Dにおいては，ICT利用の効果をさらに検討する必要がある． 
3.3.4 特定方法の有用性 
神戸大学事例の分析結果から，本章で考案した検討方法について下記の有用性が確認さ
れた．まず，産学連携コミュニケーションの全体を四つの区間に細分化することで，連携
機関を介した複雑なコミュニケーションがより細かく整理され，誰から誰までのコミュニ
ケーションにおいて ICT利用の問題があるのかが特定しやすくなった．また，情報伝達形
態を分類し記載することから，多様な情報伝達形態が混在している状況がより明確に把握
できた．さらにコミュニケーションと情報やり取りに対するユーザのモチベーションの差
異を記し，明確になった情報伝達形態と合わせたうえで，ICT利用時のユーザの行動を分
析することが容易となった．これらのプロセスによって，最終的に ICT利用におけるボト
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ルネックな部分を特定できた． 
本章で考案した方法は，個々の産学連携事例に応用できる．分析モデルは事例における
ICT利用を分析するためのフレームワークとして，神戸大学の事例への分析と同様に，事
例の調査に基づいた情報伝達形態とモチベーションの記載から，分析モデルは検討の対象
と設定される様々な事例に用いられる．また分析モデルをもとにした分析方法も，神戸大
学に限らずその他の産学連携の ICT利用検討にも活用できよう．なお，神戸大学の事例で
はWWWとメールを取り扱ったが，情報伝達形態への ICTツールの対応性がわかれば，
その他のツールにも適用可能となる． 
 
3.4 本章のまとめ 
特定方法の特徴 
本章では，ICT利用において効果が低下しているボトルネックとなる部分を特定するた
めの方法を考案した．当該方法は次のような特徴を持つ．第一に，連携機関を介した産学
連携コミュニケーションの全体を四つの区間（学内教員等→連携機関，連携機関→学外企
業等，学外企業等→連携機関，連携機関→学内教員等）に細分化することである．第二
に，情報伝達形態を四つのタイプ（P2P，P2T，P2M，P2O）に分類し，検討対象となる
事例の調査に基づきその四つのタイプを記載することである．第三に，検討対象となる事
例の調査に基づいて，学内教員等・連携機関・学外企業等のユーザの情報やり取りに対す
るモチベーションを積極的（Active）と非積極的（Non-active）で記すことである．第一
から第三までのプロセスで構成したものを，分析のための分析モデルと呼ぶ．第四に，事
例において現在利用中の ICTツールを該当する区間に記し，情報伝達形態とモチベーショ
ンの記載内容をもとに， ICTツールの対応性および学内教員等・連携機関・学外企業等
のユーザが ICT利用時の行動を分析して ICT利用の効果を予測することである．これら
のプロセスを通じて，効果がもっとも低いと分析した区間はボトルネックの部分とする． 
特定方法の有用性 
本章の検討において，コミュニケーションの実態を表す情報伝達形態，およびユーザが
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産学連携の情報やり取りに対するモチベーションというヒューマン・ファクターを合わせ
て神戸大学事例の分析を行った．この方法では，連携機関が仲介となり，大学教員等（教
員，事務など）および外部企業等（企業，政府など）間の双方向的なコミュニケーション
を四つの区間に細分化し，各区間における情報伝達形態とユーザのモチベーションを総合
的に捉えることで，ICT利用の効果が低下しているボトルネックの部分を見分けることが
できた．特に情報伝達形態のみを見ても特定しにくい問題の所在に，ユーザのモチベーシ
ョンと合わせて分析することから，問題を浮き彫りにしたことができた．産学連携の ICT
利用効果を問うには，コミュニケーションとモチベーションを総合的に問うことが重要と
いえる．なお，本検討方法では，対象となる事例によって異なる情報伝達形態とモチベー
ションを分析モデルに記載できるため，神戸大学の事例に限らず，その他の連携機関が仲
介となる学内外のコミュニケーションにも応用可能と考えられる．  
次の課題 
神戸大学事例の検討から，連携創造本部の ICT利用におけるボトルネックの部分は，連
携創造本部から学内教員等までのコミュニケーションであるということを明らかにした．
この区間においては，WWW利用が P2Oに対応する一方，Non-activeな教員の場合効果
が低い可能性が見られる．また，メール利用は P2T, P2Mに対応し積極性の低い教員の場
合でもWWWよりは効果があるが，相手となる教員の数が多くなると，連携担当者が対応
できなくなる状況がわかった．さらに，メールの利用において連携担当者がどのような送
り方・工夫をして情報を届けるかが効果の変化を左右する可能性があるため，本章の検討
方法では効果が見にくい．従って，連携機関→教員というコミュニケーションに対して
ICT利用の効果を測るよう，さらなる検討が必要である．これを次の課題として，次の章
で検討する． 
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第4章 ICT ツールの効果判定方法 
 
4.1 本章の目的 
本章では，連携機関から教員までのコミュニケーションにおいて，ICTツールの効果を
判定する方法を考案し，神戸大学の事例をもとにその有用性を考察することを目的とす
る．検討方法の考案に着手する前に，まず当該区間について産学連携現場の状況をあらか
じめ確認しよう．以下，事前調査として連携創造本部の連携担当者および数人の教員にイ
ンタビューを行った． 
まず連携担当者によれば，実は業務のなかでこの課題に気づき，どう解決すれば良いか
が悩んでいるとのことがわかった．例えば，教員向けに研究助成の関連情報を配信するこ
とにこの課題が存在する．連携創造本部では，各教員に研究助成の情報を流す方法とし
て，1. WWW上公開する，2. メールで配信する，という主に二つのルートである．
WWWで情報を公開することは受取先を特定する必要がないため，比較的に時間と手間が
かからない方法であるが，教員が積極的に見に来るかどうかが問題である．メール配信で
あれば，特定した教員に情報を届けるので，より閲覧してもらう可能性が高いと産学連携
担当者が推測する．ただし，教員の数が多くなると，特定する作業に時間と手間がかか
り，非常に人数の限られた連携創造本部では，対応しきれない場合がある．結局，多くの
教員にメールで配信する時，不特定多数をすることになってしまうとのことである．ちな
みに，連携担当者は以前，情報の受取側としての教員に当該課題について尋ねたが，教員
の回答は往々連携担当者が予想した通りとは違うことがわかった．そのうえ，教員から曖
昧な答えしか得られなく，的確な改善に至らなかったとのことである．教員の回答が連携
担当者の予想と異なる点は，検討の重要な手掛かりの一つと考える． 
次に，筆者は情報の受取側としての教員までに，連携創造本部による情報の収集におい
てWWWとメールのどちらが良いかをインタビュー調査すると，下記の意見があった（抜
粋）． 
「電子メールが多数届けられて何となく見逃すことが多い．産学連携の情報がほしけ
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れば，自分で連携創造本部のホームページで探した方がよさそう」（理学部教員） 
「ホームページ上の情報がたくさん掲載されており，自分にとって良い情報の取得が
なかなか難しいと感じる」（工学部教員） 
「よく知っている連携創造本部のコーディネータから，予め絞った情報をメールで届
けてもらっているので，非常に助かる」（医学部教員） 
「私の分野は技術にならないので，産学連携自体が難しいと考える．もし関連のメー
ルが来たとしても，気づかないかもしれない」（文学部教員） 
これらの回答を見れば，WWWとメールのいずれが良いかは容易に判断できない点をい
わざるを得ない．コメントから大まかに二つの課題が捉えられる． 
第一に，教員の回答のなかで，ICT利用に関係する要素が多数含まれることがわかり，
ICTツールの効果を測る困難が見られる．例えば，教員の産学連携意識，連携創造本部の
情報発信の方法，利用中の ICTツールの利便性，人間関係等が混在している．さらに，そ
れぞれの要素が影響しあう状況も見られる．例えば，メールで情報を届けることおよび連
携担当者と教員個人との関係，情報の閲覧と情報発信時の情報の整理など，個々の要素が
相互に作用する可能性がある．おそらく，連携担当者が語った ICTツールの効果が判定し
にくい理由だろうと考える．ICTツールを適切に評価し選択できるには，予め利用の効果
に係る要素を明確にし，主に影響を与える主要な要素を抽出して明確に判定する必要があ
る．そのためには，どのような視点から判定するか，判定に際して如何に主要な要素を特
定するかが必要と思う．これが一つの重要な課題と考える． 
第二に，ICT利用の効果を判定するにあたって，単に情報の受取側のコメントを聞き取
るだけでは判定しにくいことが，教員へのインタビューがわかった．尋ねた教員は個人経
験をもとに答えたが，なかなか ICTツールの適合性について客観的に判断できなかった．
WWWとメールのどちらが良いかは，明確な答えがなかった．連携担当者から聞き取った
意見とは一致する．ICT利用に様々な要素が混在し，場合によって効果も変化するため，
おそらくこれが，情報の受取側でも明確に効果がわからない理由であろうと推測できる．
情報の受取側でも ICT利用の効果を判定できない場合がある前提では，仮に連携創造本部
が教員向けにアンケート調査を行っても，問題の明確化や改善の探りが難しいであろう．
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従って，ICT利用の効果判定にあたっては，ユーザのコメントを聞き取るだけではなく，
一定プロセスに沿った判定の方法が必要と思う．如何なるプロセスを通してどのように採
点すれば良いかは，検討にあたってもう一つの重要な課題である． 
以上から，本章は連携創造本部から教員への情報発信において，ICTツールを如何に選
択しどのように使えば良いかとの問題を解決するには，ICT利用による効果を判定する必
要がある．ICT利用効果を判定する者は情報の発信側である連携創造本部の連携担当者で
あることを前提にして，本章は下記を行う． 
第一に，教員が連携担当者と異なる考え方を持つ可能性およびその差異を踏まえて，
ICT利用の効果に影響する主要なヒューマン・ファクターs（以下キー・ファクターと呼
ぶ）を特定すること． 
第二に，各キー・ファクターを用いて，情報の発信側である連携担当者が ICT利用効果
を判定しやすい手法を考案すること． 
第三に，連携創造本部の事例をもとに ICT利用効果を判定し，考案した効果判定方法の
有用性を考察すること． 
 
4.2 ICT 利用効果判定の基本コンセプト 
4.2.1 産学連携意識と業務遂行の独立性に着目 
事前調査において連携担当者から聞き取った，ICT利用に対する教員の反応が予想外と
の点は，教員が連携担当者と比べて，産学連携に異なる考え方を持つ可能性が示してい
る．2.3節で述べたように，教員の考え方は大学組織文化の特徴から影響を受けている．
その特徴と関わるヒューマン・ファクターについて次のようにもう一度まとめよう． 
大学組織文化の特徴に下記の重要な三点がある. 
1. 大学における教員の行動は単に指揮命令に従う業務遂行の行為ではない点， 
2. 教員の行動が教員個人の考え方・判断に強く左右される点， 
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3. 大学の物事に対して個々の教員が異なる意識・認識を持つ可能性があるとの
点． 
こうした大学の組織文化的な特徴から産学連携を考慮すれば， 
c. 教員が産学連携に対して異なる意識を持つ可能性， 
d. 連携創造本部による情報を収集することは，単に教員が連携創造本部の指揮命
令に従う行為ではなく，自らの判断に強く左右される可能性， 
という点が推測できる．  
ところで，上記の大学の組織文化的な特徴については，文献の指摘だけでなく大学の現
場で多数の教員と接するURAも共感する．筆者がインタビューした神戸大学のURA担
当の教員によると，研究分野の違った教員はもちろん，同じ分野における教員さえも考え
方が大きく異なり，必ずしも大学が示した方針に沿って行動することではない．そのた
め，URAはこうした実情を踏まえて，異なる考え方を持つ教員を統合することに力を注
ぐとのことである．また，連携創造本部の副本部長および連携担当者から，教員の産学連
携の実態については，上記の推測を裏付けたコメントを示した．教員が産学連携に対する
理解・意識に無論個人差があるが，全体にわたって言えば，それぞれの意識を持つこと
が，日常の業務で捉えられる．そして連携創造本部は，各教員に対し命令の口調は使わ
ず，相談を通じて説得する姿勢で連携を進めるということである．上記のようにまとめた
大学の組織文化的な特徴は，現場での調査でも捉えることができる． 
以上から，教員の情報収集における ICT利用の効果判定には，ICT面のみならず教員の
産学連携意識と情報収集時の個人判断という人間的要素を考慮することが必要かつ重要と
言える．如何に教員の産学連携意識と情報収集行動を ICT利用の効果判定に取入れるの
が，判定方法の考案に際しての大きな鍵と考える． 
 
4.2.2 コンセプトの概要 
ICT利用の効果判定の前提を捉えるうえ，次に効果判定方法の基本コンセプトを考案す
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る．これについては，連携創造本部の情報発信およびそれに応じた教員の情報収集の大き
な流れを参考にする．連携創造本部の上部と教員へのインタビュー調査では，その流れを
図 4.1の通りにまとめることができる．すなわち，連携創造本部側では「誰に対して何の
情報を如何に発信」としており，教員側では「連携創造本部の情報発信に応じて自ら如何
に判断して情報を収集」という流れとなる．そして，この流れの中で前述した二点の人間
的要素，つまり教員の産学連携意識と情報収集時の個人による判断が位置づけられてい
る．これを判定方法の基本コンセプトとすることで，各ステップ間の関係をより把握・分
析しやすく，最終に図る情報収集効率度の測定が可能だろうと考える． 
 
4.3 情報収集プロセスからのキー・ファクターの特定 
ここでは，ICT利用の効果判定の基本コンセプトに沿って判定にあたってのキー・ファ
クターの特定を試みる．キー・ファクターの特定にあたって筆者が着目するのは，教員が
連携創造本部による情報を如何なるプロセスで収集するというところである．第 3章にお
いて連携創造本部による情報発信はWWWとメールを利用していることがわかった．前者
はプル型であり，後者はプッシュ型である．二つのタイプの情報発信に応じて教員も二つ
の行動パタンで情報を収集していることが，教員へのインタビュー調査でわかった．プル
型のWWWに対しては，教員が自ら定期的に連携創造本部のウェブページに行って最新情
報をチェックし収集する．いわば，能動的な情報収集である．そしてプッシュ型のメール
には，教員が連携創造本部からの情報の届けを待ち，メールが到着次第に情報を閲覧し収
集する．これは受動的な情報収集である（図 4.2）． 
図 4.1 ICT利用の効果判定の基本コンセプト 
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さらに能動的と受動的な情報収集プロセスの細部をみれば，教員にとって必要な情報を
取得するまで，大きく三つのステップを通じることが捉えられる．すなわち，「①新たな
情報があることに気づく」，「②情報の内容に到達」および「③必要な情報取得」となるこ
とがわかる．各ステップは下記のように定義する． 
①新たな情報があることに気づくとは，ICTツールを通じて情報の見出しやタイトルか
ら，ユーザが新たな情報の存在に気づくことを指す． 
②情報の内容に到達とは，新たな情報の存在が確認され，ユーザがその情報の内容をプ
レビューすることを指す．その時点では，内容を大まかに把握することができる． 
③必要な情報取得とは，内容をプレビューするうえ，ユーザがさらにじっくりと内容を
閲読し，自分の該当する情報を特定すると共に，必要な情報を収集することを指す． 
各ステップに至るまでの教員の行動は，下記の図 4.3にまとめる． 
 
 
図 4.2 教員の能動的と受動的な情報収集 
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ところで，各ステップに至るまでの教員の行動については，その影響する要素もインタ
ビュー調査のなかで把握した．これらの要素の影響を受けて教員が情報収集の行動が変化
し，各ステップはその結果となる．連携創造本部の事例において具体的にいえば，能動的
な情報収集の場合，情報への関心が教員自らWWWをチェックするかどうかに影響する．
またWWW上最新情報のあることが確認されたら，教員がその内容をプレビューするか否
かの行動も，情報への関心に左右される．教員が内容に到達次第，その内容を単にプレビ
ューするだけなのか，あるいはじっくり読んで自分に該当する情報を特定し収集するか
は，情報自体がちゃんと分類・整理されている否かが決め手である．そしてWWW自体の
利便性，例えばフィルタリング機能の搭載や User Interface（UI）の使いやすさなども，
図 4.3 教員の情報収集プロセスにおける三つのステップ 
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情報の細かい閲読行為に影響する．受動的な場合においては，教員が連携創造本部からの
情報配信を待つ態勢であるが，送られる情報に注意を払わないと気づかないため，情報へ
の関心がまず影響する．また，連携創造本部が教員に配慮してメールを送る時に教員の注
意を惹く工夫がなされるかどうかも，影響する．例えば，わかりやすい件名を書くこと
や，教員の熟知の連携担当者の名義を利用することなどが挙げられる．そして，メールソ
フトウェア自体が便利な機能と使いやすいUIを提供しているかどうかという利便性も，
ステップ①に左右することも見られる．ステップ②については，能動的な場合と違って情
報への関心と共に，連携創造本部が教員への配慮があれば，教員がより中身をプレビュー
するとの状況が見られる．最後のステップ③については，能動的な場合と同じで，内容に
おいて情報の分類・絞り込みの有無と ICT利便性が左右する．これらの要素を図 4.4の通
りにまとめることができる． 
 
 
図 4.4 三つのステップにおける教員の行動に影響する要素 
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以上をもとに分析すると，教員の必要な情報収集の効率を左右するものは大まかに二つ
のタイプに分類することができる． 
第一のタイプは情報収集の効率を直接に左右するもので，つまり情報収集の各ステップ
の状況である（図 4.3と図 4.4の色付部分）．具体的にいえば，ステップ①については，教
員が新たな情報があることに気づきやすいかどうかとのことである（以下気づき容易
度）．ステップ②の場合，新たな情報があることに気づき次第，教員が情報の内容をプレ
ビューする行動が発生しやすいかどうかとのことである．発生すれば内容に到達する（以
下内容到達容易度）．そしてステップ③においては，教員が内容に到達してから，さらに
その内容をじっくりと読んで必要な情報を収集しやすいかどうかとのことである．収集行
為があれば情報が取得される（以下必要情報取得容易度）．この三つのステップが，すべ
て順調に通るであれば，最後結果としての教員の情報収集の効率が高い，逆にいずれかが
困難な状況になると，情報収集の効率が劇的に下がる可能性が高いと想定できる．例え
ば，新たな情報があることに気づかないなら，情報の内容を読もうとする動きがなく，当
然その内容から必要な情報収集も成立しない．また，情報には気づいたが，種々の理由で
内容をしっかりと読まず，内容に到達しない限りでは必要な情報収集も成り立たない．仮
に第一と第二のステップも通すことにしたら，内容から必要な情報の収集が困難であれ
ば，最終目的となる情報収集も効率が低下と考えられよう．従って，この三つのステップ
の状況は教員の情報収集の効率度とほぼ必然的な関係を有するので，区別のために Direct 
Factors（以下 DF）と呼ぶ． 
第二のタイプは各ステップに至る教員の行動を影響する要素（●付の部分）であり，す
なわち，教員が情報への関心，発信元である連携創造本部の教員への配慮，ICTがもたら
した利便性，情報発信時の連携創造本部による情報の分類・絞り込みである．これらの要
素は DFと違ってすべてが教員側に限定する影響要素ではなく，情報の発信源である連携
創造本部によるものもある．特に教員への配慮および配信時の情報の分類・絞り込みは，
教員の行動にかなり左右することが，インタビューした教員からの回答でわかった．とこ
ろで，これらの要素は DFを影響する一方，DFと違って情報収集効率度とは必然的な関
係を持たない．例えば，産学連携意識が低くても，情報自体が教員にとって関心の強いも
のであれば，結果となる情報収集の効率が必ずしも低くはない．あるいは産学連携意識が
高い教員でも，連携創造本部からの情報があまりにも分類・絞り込まれていないなら，情
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報内容のプレビューにとどまり必要な情報収集する段階に至らない場合もある．そしてコ
ミュニケーションの媒介となる ICTツールについても，便利な機能や使いやすさが提供さ
れない限りでは，必要な情報の収集が効率低くなるようである．区別のためにこのタイプ
の要素を Indirect Factors（以下 ID）と呼ぶ． 
以上特定した各キー・ファクターを表 4.3のようにまとめることができる． 
  
 
以上，連携創造本部並びに教員へのインタビュー調査の結果を参考にして，教員の情報
収集におけるキー・ファクターの特定を試みた．次の節では，これらのファクターを用い
た情報収集効率度の判定に取り組む． 
 
4.4 DF と IFからの情報収集効率度の導出 
4.4.1 効率度導出の基本的な流れ 
表 4.3 教員の情報収集効率を左右するキー・ファクター一覧 
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キー・ファクターを用いた分析・判定する方法については，筆者はまず前述した判定の
基本コンセプトを考慮する．基本コンセプトに沿ってキー・ファクターを当てはめ，図
4.5が示しているような判定の流れとする．まず連携創造本部側については，情報発信時
の工夫と発信方法をもとに IFがどのようになっているかを記述する．次に，記述した IF
の内容から判定者が DFの度合いを予測する．教員側の行動については，予測された DF
の度合いから情報収集の効率がどうなるかを判定する． 
 
判定の流れを実際の手順にすると，図 4.6の通りとなる． 
 
4.4.2 IFの記述方法  
IFと DFは密接な関係を持ち，IFが DFを強く左右するため，IFを分析し一定程度把
握することから DFの予測が可能と考える．ところで，IFの内容を考慮すると，定量化さ
せる困難が見られる．例えば，意識の大まかなレベルで教員を分類することが可能である
が，レベルを具体的な数値で捉えることが難しい．また，情報への関心と発信元への配慮
も同様であり，精度の細かいレベルには捉えにくいと考えられる．そして ICTの利便性と
図 4.5 効果判定の基本コンセプトをもとにした判定の流れ 
図 4.6 ICT利用の判定における主要手順 
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連携創造本部による情報の分類・絞り込みは，おそらくレベルではなく「有・無」という
程度しか判断できない．よって IFの内容を記述するには，量的ではなく質的な捉え方が
妥当であると考える．なお，本判定方法を利用する者は連携創造本部の連携担当者とする
ので，IFの内容については，連携担当者が自らの情報発信の業務をもとに記述する．以下
は，質的な分析で如何に各 IFを捉えるかを説明する． 
情報への関心 
「情報への関心」とは教員が連携創造本部による情報に対して関心を持つ可能性を指
す．教員が持つ産学連携の意識と発信される情報内容を合わせて予測できる可能性が，筆
者が行った教員へのインタビュー調査の結果から捉えられる．具体的に，意識の強い教員
が連携創造本部によるほとんどの情報に関心を持つ傾向がある一方，意識がより弱い教員
が情報の種類によって関心が違う．例えば，研究支援事業の公募情報なら関心を持つが，
知的財産関連の情報なら関心が薄い．そして意識の持つとも弱い教員の場合，連携創造本
部によるほぼすべての情報に対して非常に関心が薄いようである．質的に捉えるに際して
は，教員の産学連携意識を大まかに「強い」，「普通」，「弱い」の三つのレベルで記述し，
連携創造本部による情報の種別を「研究支援事業の公募情報」や「知財講習会のお知ら
せ」等の判定者がわかる記述とする．筆者の調査結果と異なるほかの大学のケースも多数
あると想定するが，基本教員の意識と情報種別を合わせた予測という大筋で分析すればよ
ろしいであろうと考える． 
教員への配慮 
連携創造本部が発信にあたって教員に如何に配慮するかについては，まず第 1章におい
て論述した大学の「同僚性」という特徴と，教員が組織の一員というより個人的な思いで
行動する文化価値観が参考になる．また，澤田によれば，大学の産学連携において組織と
教員個人の行動が必ずしも同調ではなく，場合によってまるで二つの層の存在という概念
も，教員への配慮が必要である前提と考えられる[6]．要するには，教員は連携創造本部に
対して如何に対応するかが教員の個人的な判断に頼ることであり，教員と情報やり取りを
する連携担当者は，コミュニケーションを効率的かつ効果的にさせるために教員の個人的
な判断を配慮する必要があると考えられる．ちなみに，笹山と原山が論じた教員とコーデ
ィネータ（連携担当者の一種）との関係の重要性も一つの大きな手掛かりと考える．彼ら
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の研究によれば，学内の産学連携がスムーズに進む鍵の一つは連携創造本部の代わりに教
員と密接なやり取りをするコーディネータにあり，とくに両者間で築かれた信頼関係やコ
ネクションが，教員の参画を促進させるということである[5]．つまり，教員とのコミュニ
ケーションでは，連携創造本部という組織としてだけでなく，コーディネータが個人とし
ての情報やり取りでも，教員を配慮する必要があると理解できる．筆者が行った教員への
インタビュー調査では，情報の発信源である連携創造本部あるいはコーディネータ個人が
教員への配慮が見られる．そしてその配慮が ICT利用時の工夫に反映される．ただし，配
慮の程度は情報の内容や相手となる者はどういう教員によって異なる点も捉えられた．そ
の程度の差異は，情報配信の際に教員を特定するかどうか，情報配信の作業が連携創造本
部の組織あるいは担当者個人によって行われるか，連携創造本部は組織的にあるいは連携
担当者の個人的に教員とのコネクションを持つか否かによって決められるようである．従
って，先行研究および筆者が行った調査の結果を合わせて考慮すると，「教員の特定」は
「有無」で，「組織あるいは個人として対応」は「組織・個人」で，「コネクションの活
用」は「有無」の通りで記述し，それから教員への配慮を捉えることにする． 
ICT の利便性 
ここでいう ICTの利便性とは，ある ICTツールの利用によって業務の遂行が容易・便
利となるかという意味を指す．判定にあたって検討の対象とする ICTツールを記載すると
ともに，具体的にそのツールの機能やどのように利用するかも記述する．その二つの情報
によって ICT利便性の判断が可能と考えられる．例えば，連携創造本部がWWWを利用
する場合はまず「WWW」と記し，WWWにおいてさらに一覧で情報を開示するには，
「list up」と記述する．記述は分析にあたる判断のため，判定者が理解できる程度で良い
と考える．そして利便性を予測する際，仮に「WWW，list up」と「WWW，with フィル
タリング s」を比べれば，同じツールでも前者がただすべての情報を一覧で載せるのみに
対して，後者は検索のフィルターが付けられてさらに情報の特定が容易になっているた
め，「WWW，with フィルタリング s」が「WWW，list up」よりは便利と判断できる． 
連携創造本部による情報分類・絞り込み 
この項目の内容については，連携創造本部・連携担当者の情報発信方法・工夫をもとに
記述する．連携創造本部上部および連携担当者へのインタビュー調査では，情報発信方法
 46 
 
において連携創造本部が内容を分類する・しないと共に，連携担当者は内容の分類と同時
に教員個人のニーズや事情を考慮してさらに情報を絞り込む行為が見られる．よって記述
にあたっては，情報内容分類は「有無」で，と教員個別に対して情報内容の絞り込みも
「有無」で記述する． 
各 IFの捉え方と記述方法に基づいた記述例は，表 4.2で示す． 
 
4.4.3 DFの予測と採点方法 
DFは IFの具体的な記述内容から判定者が予測し，数値で表すことにする．DFに対応
した各ステップをクリアする可能性を 1点（非常に困難）から 5点（非常に容易）までの
5段階とする．例えば，気づき容易度の場合，1点：ほとんど気づかない，2点：気づくこ
ともある，3点：どちらかというと気づく，4点：時々気づかない，5点：ほとんど気づ
く，というように採点する．ちなみに，各大学において組織文化の事情がまったく同じで
はないことが想定できるため，IFから DFの状態を予測する際，大学の事情をよく理解し
ている判定者の判断が必要と考えられる．ところで，DFの度合いを 5段階とする理由と
しては，まず前述のように DFは教員の情報収集における三つのステップの状況を表す指
表 4.2 IFの記述例 
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標としており，その三つの指標から最終目的の「教員の情報収集効率度」を予測する役割
となっている．各 IFによる様々な状況を十分に情報収集効率度に反映させるには，低い
段階（例えば，3段階）ならば各状況の差が著しくないため，結局 ICT利用の効果がそれ
ぞれの状況によって如何に変化するかを把握しづらいことになる．よって低い段階の値の
設定は不適切と考えられる．一方，高い段階（例えば，10段階）としたら，より細かい採
点となり IFの質的分析では採点困難という状況も予想できる．実際に筆者が神戸大学連
携創造本部の事例を用いた試した結果，当該の難しさが見られる．従って，DFの値設定
に中間となる 5段階で妥当だろうと考える． 
表 4.3は DF値の採点方法について具体的な事例を用いた採点例である．これを用いて
如何に採点するかを説明する． 
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表中例 1：ここで記述してある「研究支援事業公募情報」とは，大学の研究を経済的に
支援する政府・民間財団による各種の事業の公募情報を指す．利用する ICTツールは
WWWであるため，まず教員が能動的な情報収集となることが想定できる．表４が示して
いるように，能動的な場合，気づき容易度と内容到達容易度は「情報への関心」が影響さ
れる．それに従って，判定者は記述した「教員の産学連携意識」と「発信される情報内
容」の内容から，DFの値を予測する．神戸大学の事例では，判定者である連携担当者
が，意識の強い工学部教員が研究支援事業の公募情報にたいへん関心をもつと推測し，確
実に定期的に連携創造本部のWWWをチェックすると判断した．その判断を踏まえて気づ
き容易度を 5点と採点した．また，強い関心の駆使により，教員がすぐWWW上の分野
別一覧表のリンクをクリックして公募情報をプレビューする可能性が高いと推測ができた
ので，内容到達容易度を 5点とした．一方で，公募情報は未整理の Excelファイルで記載
されているため，教員が必要な情報を見つけにくい状況に遭う可能性が高いと判定者が判
断した．よって必要情報取得容易度を 2点とした． 
その他の例も同様に，判定者が図 4.6の手順に従って，上述した方法で IFの記述内容
から「気づき容易度」，「内容到達容易度」および「必要情報取得容易度」を予測し採点す
る． 
4.4.4 情報収集効率度の算出方法 
前述したように，DFは情報収集効率を直接に左右し，効率度とは必然的な関係を有す
るため，情報収集効率度の評価値は，3つの DFの値の積とする．教員の情報収集の流れ
を全体的に捉えると，「気づく」，「内容到達」，「必要情報取得」という三つのステップを
すべてクリアしないといけないことがわかる．つまり，どれか一つでもクリアが困難であ
ると他のステップのクリアが容易であっても情報を収集できる可能性は低くなる．そこ
で，三つの DF値の和ではなく積を取った方が妥当な評価となると考える．この点が高い
程，情報収集の効率が高いと判定する．表 4.3の例 1においては，5×5×2＝50となる． 
次の節では，実際に神戸大学の事例に基づいて判定を行い，判定方法の有用性を考察す
る． 
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4.5 神戸大学事例を用いた効果判定および判定方法の有用性考察 
4.5.1 調査対象と分析結果 
神戸大学は国立大学法人の一員として，その他の大学と類似した制度や体制を備えてい
る．神戸大学の事例を本効果判定方法に当てはめることから，判定方法自体の初歩的な検
証が可能と考えられる．神戸大学事例における産学連携コミュニケーションの全体と ICT
利用の現状については，インタビュー調査を行った．インタビューの対象は次の通りであ
る：神戸大学連携創造本部上部（副本部長 1名），連携担当者 3名，大学主要研究分野
（工学部，医学部，理学部，文学部）の教員 6名，およびUniversity Research 
Administrator(URA)担当の教員 1名．そしてインタビューの内容は表 4.4が示している
通りである． 
 
効率度の採点については，連携担当者のうち 2名に採点をさせた．筆者が採点方法の説
明をするうえ，採点のプロセスと結果を観察する．筆者は 2009年から 2013年まで連携創
造本部において連携担当者（特別研究員・助教）を務めていたため，勤めていた間の実務
経験を活用して採点に協力した． 具体的に，その連携担当者 2名は，研究支援事業の公
募，技術相談，知財関連，産学連携イベント開催，研究シーズ関連，大学の産学連携制度
の説明等に対しての情報収集効率度を判定してみた．そして筆者は参与観察として採点の
説明と協力をした．ここでは，「研究支援事業の公募情報」と「知財講習会開催お知ら
せ」を例に説明する． 
表 4.4 インタビュー対象と調査内容 
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事例 1 研究支援事業の公募情報の配信における ICT 利用 
神戸大学の連携創造本部では，本部組織あるいは連携担当者個人（コーディネータを含
む）としてほぼすべての分野の学内教員まで情報を発信する．ICT利用に関しては，現在
WWW（分野別一覧表示）と電子メールを採用しているが，WWWにおいてフィルター付
の検索機能を導入しようと検討中である．IFの記述では，産学連携意識の「強い・普通・
弱い」それぞれに該当する教員を取材したためすべて記述する．ICTツールでは利用中お
よび導入検討中の具体的な ICTツールを記入する（判定しやすいように主要機能も記
述）．前述の採点方法に従って各 DFを採点し，最終の情報収集効率度を算出すると，表
4.5の結果となる． 
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事例 2 知財講習会開催のお知らせにおける ICT利用 
「知財講習会開催お知らせ」の場合，各分野・研究科によって異なる日程・場所・時
間・内容を含む情報となる．対象となるのは知的財産管理の必要性が高い工学部・理学
部・医学部・農学部の教員だが，なかでは産学連携意識が教員個人によってばらつきがあ
ることが現状である．IFの記述では，産学連携意識の「強い・普通・弱い」教員が存在す
るためすべて記述する．そして ICTツールにおいては，利用中の「WWW, 一覧表示 」お
よび電話とともに，検討中の「BBS，研究分野別の掲示板」も記す．ほかの IFの記述，
DFの採点ならびに情報収集効率度の算出は，上述の「研究支援事業の公募情報」と同様
にする．それらの採点結果は表 4.6の通りとなる． 
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4.5.2 効果判定方法の有用性考察 
事例における情報収集効率を分析しやすいように，表 4.5，表 4.6の情報収集効率度を
まとめたものが表 4.7，表 4.8で示す． 
 
 
表 4.7 研究支援事業の公募情報配信における ICT利用効果の採点の並べ替え 
表 4.8 知財講習会お知らせにおける ICT利用効果の採点の並べ替え 
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表 4.7の ICTツールがWWWの場合，分野別一覧から検索フィルター付きに改善する
と，産学連携意識が強い教員はもとより，普通の教員においても情報収集効率度が有用と
認められるレベルに向上することが推測される．ただし，産学連携意識が弱い教員につい
てはWWWの機能を改善したとしても，情報収集効率度の顕著な向上が見込めないと推測
される．これは，WWWのような教員の能動的な情報収集に応じた ICTツールの場合，気
づき容易度と内容到達容易度に影響する IFが「情報への関心」に関するもののみである
ため，ICTツールの改善によって情報収集効率度に大きな変化が現れない．表 4.5の 9
行，10行を見れば，気づき容易度と内容到達容易度とが変化していないことがわかる．意
識の弱い教員の情報収集効率度を上げるためには，コーディネータがコネクションを活用
して受け取り教員を特定し，情報内容を分類，内容を絞込むなどして個別に対応すること
が求められる． 
表 4.8でWWWの一覧表示をした場合，研究支援事業公募情報と比べて効果がないこと
がわかる．ICTツールを BBSの研究分野別掲示板にすることで，産学連携意識が普通の
教員であっても情報収集効率度の改善が見られた．ここで，情報収集効率度は実際に講習
会に参加するかどうかを評価したものではなく，講習会に関する情報を正しく伝達できた
かどうかの評価である．各コーディネータがコネクションを活用して個々の教員に電話を
かけたとすれば，講習会に関する情報は教員全員に正しく伝達されるはずである．そのた
め，情報収集効率度は 125となる． 
以上から，本効果判定方法を通じて ICTツールの利用効果が判定しやすくなり，その有
用性を確認した． 
 
4.6 本章のまとめ 
本章は第 3章で特定した連携機関から教員への情報発信という区間に焦点を当て，連携
担当者が ICT利用効果を判定しやすい方法を考案した．そして神戸大学の事例をもとに判
定を試み，その結果から考案した方法の有用性について考察を行った．判定方法の主要特
徴は，①効果判定の指標を教員の情報収集効率度とする点，②情報が確実に読まれるまで
の「情報に気づく」，「情報内容に到達」，「必要内容を取得」といったステップがなされる
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容易度を効率度に直接影響する Direct Factor（DF）とし，DFを左右する要素を Indirect 
Factorとして効率度の導出にする点，③教員の産学連携意識，連携機関が教員への配慮と
いったヒューマン・ファクターsを採点に組み入れる点，である．効率度導出の手順とし
ては，IFの内容記述→IFから DFを予測し採点→DFの積で教員の情報収集効率度を導
出，である．最後は効率度をもとに ICT利用効果を判定する．神戸大学の事例に基づいて
判定を試みた結果から，下記の有用性が確認された．すなわち，a.異なる産学連携意識を
持つ教員に対して各 ICTツールの効果の差異が判定しやすくなる点，b.異なる産学連携意
識を持つ教員に対して ICTツールの切り替えによる効果の変化が把握可能という点，c.効
果的な情報発信を図るには如何に発信時の工夫（教員特定や情報の分類・絞り込みなど）
と ICTツールの利用を組み合わせるかが探りやすくなる点である．これらのことから，判
定者が自らの実務経験をもとに IFから DFの値を適切に予測できれば，情報収集効率度
は妥当なものになると考えられる．現在利用中の ICTツールのみでなく新たシステムの導
入にも，本方法によって合理的評価が可能となることが，本章で示された．判定結果か
ら，次の課題も提示した．不特定多数のメール送信においては悪い判定結果が見られるの
で，さらに究明する必要性が考えられる．  
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第5章 メール不読問題の要因と改善 
 
5.1 本章の目的 
不特定多数のメール送信に課題意識 
第 4章で考案した ICT利用の効果判定方法を用いて神戸大学の事例を分析した結果か
ら，不特定多数のメール利用において効果が低下している状況がわかった（表 4.7 の 3，
7，11行）．効果の採点は産学連携業務に携わっている連携担当者によって行われたこと
で，その点数が一定程度現場の課題を反映している．不特定多数のメール利用の課題を再
確認するために，筆者は連携担当者までインタビュー調査を行った．その結果，「送信し
たメールが読まれない」という問題（以下不読問題）が，日頃の業務のなかで見られるこ
とが確認された．具体的には，連携担当者が学内教員を対象に送信したメールに対して，
教員から返信がない場合があり，教員がメールの着信にさえ気づいていない状況があると
のことである．メールのシステムは非常に発達し普及しており，システム上届かないこと
が考えにくいので，技術的な問題ではなくメール利用上の課題が存在する可能性が考えら
れる． 
本章の目的 
本章では，第 4章と異なり情報の受取側に焦点を当て，教員への不特定多数のメールで
の不読問題を取り上げ，効果が上がらない要因の究明および改善の方法を探ることを目的
とする．検討にあたってまず課題となるのは，要因の究明と改善の探りにはどのようなヒ
ューマン・ファクターを用いて，如何に質問設定をするかを考える．具体的には，下記を
行う． 
第一に，アンケート設計において，課題の要因を明らかにするための調査対象の設定，
大学組織文化の特徴を踏まえたヒューマン・ファクターの設定，および当該ヒューマン・
ファクターを組み入れた問題設定を通じて，調査方法を考案すること． 
第二に，考案した調査方法を用いて，事例におけるメールの不読問題にターゲットし，
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その要因の究明を試み，改善の手掛かりを探る． 
第三に，検討の結果を通じて，考案した調査・分析方法の有用性を考察する． 
 
5.2 本章の着目点 
5.2.1 非該当メールと不読との関係 
メールの不読については，ユーザから見ると自分に無関係な情報が大量に送られること
が，ユーザの情報無視行為（Ignorance）を招く要因の一つであると，Hiltzら[33]の研究
で指摘されている．特に現在では，ICTの発達によって情報の交換が大変便利になり，ユ
ーザにとって扱う情報量が膨大となっていると同時に，往々にして自分に無関係だと思う
情報も処理せざるを得ない状況がある．もしこの状況が継続されたなら，ユーザが情報を
無視することがあると報告されている．メール利用においても同様な状況が存在するとの
指摘を参考にし，本章ではユーザにとって無関係と思われるメールを非該当メールと呼
ぶ． 
第１章で述べたように，産学連携は産業界や大学などの異なるドメイン間の相互作用で
あって，情報やり取りの対象及び扱われる情報は非常に多様である．そのため，個々のコ
ミュニケーションの対象にとっては必ずしも自分に該当しないメールが送られる場合があ
りうる．例えば，工学系の研究助成の情報を広く周知する時，文学部の教員にその情報を
メールで送ると，本人にとっては非該当メールとなる．実際に筆者らの実務経験では，神
戸大学の連携担当者からこうした状況を聞いたことがある．それを踏まえて，筆者らは以
前神戸大学におけるこの不読問題について，非該当メールを読んでしまった行為（無駄読
みと呼ぶ）を視点に分析を試みた[34]．その結果から，非該当メールが読まれていない段
階においても，不読につながる原因が存在する可能性が見られた．そこから神戸大学にあ
る不読問題の要因は，非該当メールの影響ではないかと考えている． 
そこで，本章は非該当メールに係る影響が不読の要因である可能性を念頭に置きなが
ら，特に非該当メールが読まれる以前の状況にフォーカスして，受信者にとっての非該当
メールに係る影響につき検討する． 
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5.2.2 組織文化の違いによるメールへの対応の違い 
産学連携における産業界と大学の違いについては，笹山ら[5]は両者の設立目的・使命・
業務・文化・役割が元来異なることを指摘している．大場[27]は特に大学教員の組織につ
いては，業務の目的や組織の指揮命令系統が明確でなく個々の構成員に強い独立性のある
「緩やかな結合」が，組織ガバナンス上の特徴と指摘している．これらの指摘を参考にす
ると，産学連携に携わる個々の者が，メールを通じたコミュニケーションに対して異なる
認識と行動をし，その認識と行動はドメインの組織の特徴に左右される可能性がある．神
戸大学の不読問題においては，送信側である連携担当者の多くが企業出身である一方，受
信側である教員が大学ドメインの者なので，実態としては異なるドメイン間のコミュニケ
ーションがなされているといえる．両者は非該当あるいは非該当かもしれないメール対し
て必ずしも反応が一致しない可能性があるので，その認識と行動の相違が，不読問題の要
因を明らかにする手掛かりと考える．従って，本稿ではその相違に着目し，不読問題の原
因究明を試みる．比較分析のために，調査においては連携担当者，教員，企業，政府など
のドメインを考慮する． 
5.2.3 発信方法の違いによる受信者の対応の違い 
コミュニケーションは情報の発信側と受取側の相互作用のため，双方の認識と行動がコ
ミュニケーションの効率を左右する．メールの不読は受取側の行動ではあるが，発信側の
情報の送り方による影響も関連する可能性があるので，本稿ではメールの不読問題を送信
側と受信側の両面から捉え，改善を探ることにする． 
以上，本稿は神戸大学にある不読問題の要因および改善を探るために，受信者である教
員にとっての非該当メールにフォーカスしながら，非該当メールが不読問題の一因である
との仮説をもとに，非該当・非該当の可能性のあるメールへの反応の違いに着目し，発信
側と受信側の両面から検討する． 
 
5.3 調査方法 
5.3.1 調査対象 
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各ドメインの特徴による ICT利用の相違を捉えるために，調査対象については，連携機
関の連携担当者と大学教員のみならず，産学連携活動に参与する企業，政府機関，民間団
体，大学事務に属する産学連携実務経験のある者を対象とする．表 5.1は調査対象の一覧
である． 
 
5.3.2 調査項目の設定 
産学連携のコミュニケーションにターゲットした先行研究がいまだに少なく，本稿は産
学連携のコミュニケーションについてどのような属性集合を評価すべきかという段階なの
で，まずは数の少ない対象に絞った質的分析が妥当と考えられる．また，非該当かもしれ
ないメールへの反応および非該当メールに係る影響は，ユーザが非該当メールに対する認
識・行動だけでなく心理的な状態にも反映される可能性があるので，調査対象の考え方や
自覚の面も調べる．「非該当メール」については，具体的に聞き取る諸点は下記の通りと
する． 
 非該当メールの受信状況と種類 
 非該当メールの判別箇所（タイトルや本文等） 
 非該当メールの閲覧状況 
 非該当メールに対する認識・理解 
 非該当メールが送り続けられる場合の対応 
また，大学教員の考え方や行動は大学の組織的かつ文化的な特徴に沿ったものであり，
表 5.1 調査対象一覧 
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大学教員との情報やり取りもその特徴に関係する可能性がある．大学組織文化面について
調べる項目は次の通りとする． 
 組織構成による情報の流れ 
 業務に対する意識・認識 
 
5.3.3 データの収集 
産学連携関連の業務には要秘匿性やプライバシーなどを考慮しなければならないし，非
該当メールによる影響はユーザの自覚にも反映されるという面があるため，調査にあたっ
てアンケートおよびインタビューを通して調べる．非該当メールについての項目はアンケ
ート調査で，企業研究員，政府機関職員，公益財団法人係員，大学事務職員，連携機関担
当者，大学教員 Aおよび大学教員 Bを対象とする．組織文化面についての項目は回答者の
反応によって質問を変えたり深い追究をしたりする必要があるため，主にインタビューで
聞き取る．調査の対象は連携機関担当者 URAと大学教員 Cとする． 
 
5.4 調査結果および考察 
5.4.1 非該当メールの現状と不読問題 
非該当メールの受信状況 
回答者が受信側として非該当メール受信の有無とその割合は，表 5.2に示される．ま
ず，全員が非該当メールを受け取っていたことが確認された．また，非該当メールの割合
を見れば，企業研究員と公益財団法人係員が 2割で，政府機関職員で 3割ある．特に割合
が高いのは，特に割合が高いのは，大学事務職員の 5割，大学教員 Aの 6割および大学教
員 Bの 3割である．全体的に見ると，大学というドメインにおいては，非該当メールが多
く送信される，あるいは受け取ったメールのうち，非該当だと思われるものが多いという
可能性が結果から予想される．いずれが実際の状況なのかは，ここでは判断しにくいの
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で，後ほどほかのデータと合わせて分析する． 
 
非該当メールの主な種類については，全員が一般お知らせと答え，大学事務職員，大学
教員 A，大学教員 Bがグループメールとも回答している．大学事務職員と教員 Aは特に非
該当メールが多いため，グループメールと関連する可能性がある．これも後ほどで分析す
る． 
非該当メールの閲覧状況 
非該当メールと非該当かもしれないメールの閲覧について，回答者にコメントを求め
た．表 5.3はその結果を示している． 
 
 
表 5.3から，回答者を主に三つのタイプに分けられる．1.非該当か否かに問わず本文を
読むタイプ（企業研究員，大学事務職員，連携機関担当者），2.非該当なら本文は読まず，
非該当かもしれない場合は本文を読むタイプ（政府機関職員，公益財団法人係員，大学教
表 5.3 非該当・非該当可能性のあるメールの閲覧状況 
表 5.2 非該当メールの受信状況 
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員 B），3.まったく本文を読まないタイプ（大学教員 A），である．本稿で問う不読問題に
関係する連携担当者と大学教員 A・Bに絞って見れば，連携担当者が企業研究員と同様に
タイプ 1であるが，大学教員はタイプ 2と 3であって異なる．ところで，大学教員 Bはこ
の項目の調査において「チラッと読む」という表現を使ったが，個別のインタビュー調査
では，「非該当かもしれないメールになるべく時間をかけない」という方針も語った．つ
まり，非該当メールの判別において，教員がきちっと本文を読まない傾向が強いといえ
る．この反応上のこの違いと不読問題の関連性は，後ほど分析する． 
非該当メールに対する認識上の違い 
Hiltzら[33]が指摘している非該当情報が不読行為を招く可能性を念頭に置きつつ，非該
当メールに係る影響と，同一の送信者から非該当メールが送り続けられることによって予
想される反応について質問した． 
まず非該当メールに係る影響について，各回答者は下記のコメントをしている． 
「非該当メールでもちゃんと対応すれば問題ない．しかも，個人にとって非該当だと
しても組織には該当するかもしれないから，チェックするのも仕事」（企業研究員）． 
「非該当メールはちゃんと見分けているので，多くなければ問題ない」（政府機関職
員）． 
「少々効率低下にはつながるが，そもそも非該当がそんなに多くないので，特に問題
ない」（公益財団法人係員）． 
「グループで協働しているから，自分に非該当でもほかのメンバーには該当するかも
しれないから，その場合転送などの対応もするので，特に問題は感じない」（大学事務
職員）． 
「産学連携は様々な人・組織の連携なので，個人との関連性より，産学連携全体との
関連性を見ないといけない．時には自分に直接関係のないことでもよい連携のきっかけ
になるかもしれないから，よほどの広告でないとちゃんと対応すべきと思う」（連携担
当者）． 
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「非該当メールは基本読まないし，送られるのも困る．メールも主に件名を見て読む
かどうかの判断をする．毎日，研究，教育・学生相談，事務対応，企業対応，大型プロ
ジェクトなどに関するメールが多く送られているから，なるべく時間をかけたくない．
正直対応にストレスが溜まる．」（大学教員 A）． 
「非該当メールが届くと，処理に時間が取られて仕事の効率が低下する．もし件名で
非該当がわかれば本文は読まないので，一番困るのが，件名で関係するかどうかが不明
なもの」（大学教員 B）． 
以上のような各回答者のコメントから，ほかのドメインと比べて大学教員が，非該当メ
ールが業務を妨げると考え，非該当メールに対して強く問題視することがわかった．とり
わけ，非該当の場合でも適切に対応すべきとの意見を述べている連携担当者とは，大きな
乖離が見られる．非該当メールに対する教員と連携担当者の理解・認識上の乖離は，不読
問題を問う手掛かりと考えられる． 
非該当メールが送り続けられる場合の行動 
非該当メールが送り続ける場合の行動については，表 5.4がその結果を示す．「○」で
記されているのは「する」という意味である． 
 
 全員相手のメールを受信拒否はしないが，政府機関職員，公益財団法人係員，大学教
員 Aおよび大学教員 Bが非該当メールの持続的な受信によって当該送信者のメールを読ま
なくなる可能性があると回答している． 
非該当メールから見た不読問題 
表 5.4 非該当メールが送り続けられる場合の行動 
 66 
 
非該当メールの受信状況，受信者の非該当メールに対する認識，および非該当メールの
持続的な受信への行動を合わせて考えれば，教員がメールを不読する要因を次のように分
析する．まず，日常のメールやり取りのなか，教員にはより非該当メールが多く占めてい
る．そして非該当メールに対しては，企業や連携担当者などと比べて教員が特に強く問題
視している．それは単に業務の効率のみならず精神的な負担も含まれる．おそらくこれら
の理由で，教員は基本的に非該当メールを読まないし，非該当の判別に際しても，なるべ
く本文を読まないようにする傾向が強い．つまり非該当可能性のあるメールの場合でも，
本文で確認することが少ない．もし非該当メールが送り続けられれば，教員は今後非該当
可能性のあるメールを読まない措置をとる（無視行為）．連携担当者と教員間のやり取り
においては，非該当メールに対応すべきと考える連携担当者が，継続的に非該当メールを
教員に送るとしたら，結果としてメール不読になってしまう状況が予想される．これらの
要因は教員の非該当メールに対する行動やコメントから観察されるもので，ここでは表面
的要因と分類する．  
ところで，非該当メールを視点に教員の不読問題の要因を探ってみたが，下記のような
課題がまだ残っている． 
 なぜ教員の回答者には非該当メールが多いのか．実際に多くの非該当メールが送
られているのか，それとも教員自らの認識で受信メールの多くが非該当だと思ってい
るのか． 
 非該当メールについて，企業研究員が語った組織との関連性，または大学事務職員
が言ったグループの協働について，なぜ教員の回答者は言及していなかったのか． 
以下は組織と文化の視点から上記の課題の究明を試みる． 
 
5.4.2 大学組織文化から見た不読問題 
教員の組織構成と情報のフィルタリング 
この課題を明らかにするために，まず大学教員の組織構成と情報の受け取る流れの特徴
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を考えよう．大学教員の組織的特徴に同僚制があることが大場の研究によって指摘されて
いる[27]．同僚制のもとで，企業や大学事務と異なって，教員の組織には部，課，係など
の階層が明確ではないことが想定される．この特徴は大学教員 Aと Bへのインタビュー調
査で確認した．また，大学教員は主に研究分野によってグループ化され，企業などとは異
なり機能による分類（開発部門，営業部門，事業部門等）が少ないことも，教員 Aと Bが
指摘した．その組織的特徴の相違から，企業職員と大学教員というドメインにおける情報
受取の流れが大きく異なると考えられる．図 5.1が示しているように，企業では部門と階
層によって情報が予め分けられフィルタリングされる一方，教員では分野以外ほぼフィル
タリングなしで情報が受け取られている．企業研究員へのインタビュー調査では，もし規
模の大きな企業で個人的なアシスタント（秘書）が配置されれば，情報がさらにフィルタ
リングされるということも聞き取った． 
 
フィルタリングがより少ない大学教員では，一人ひとりの教員にとって比較的に多くの
情報が送られ，非該当メールの割合も多いことが推測できる．この推測を確かめるため
に，筆者らは現在シニアURAを務めている連携担当者（以下 URA）にインタビュー調査
を行った．当該の担当者は約 20年以上産学連携と大学の研究推進に携わり，大学教員，
ベンチャー企業経営者ないし大学連携機関の上部までの経験を有する．URAによれば，
「大学教員は個人的な意思で活動することが多く，組織というより同僚に近い」という．
図 5.1 組織の構成による情報の流れの相違 
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ここで同僚制という大学教員の属する組織的な特徴が確認された．また情報の流れについ
ても，「多くの教員は研究分野による分類なので，構成の明確な組織やグループの協働に
よる人のフィルタリングが少なく，非該当メールは多いだろう」とのコメントがあった．
URAのコメントから，教員の組織構成では情報の人的なフィルタリングが少ないことが
確認された． 
業務意識・認識と非該当メール 
非該当メールが多いもう一つの理由として，受信者個人の非該当の判別基準の差異にあ
ると考える．特に業務への意識・認識が教員のメールに対する非該当性の判別に関係す
る．非該当メールに対する認識について教員の回答者が組織との関連性につき言及してい
ないことを手掛かりとして教員の意識と合わせて考えると，教員の非該当に対する判別基
準を次のように分析する．中原[28]の研究から，大学教員は企業の従業員と比べて異なる
共同体意識や帰属意識を持ち，協力体制が企業と異なることがわかる．また大場[27]は大
学教員が独立した個体として行動する傾向が強いと指摘している．つまり，教員の行動に
は個人的意識が強い面があり，個人との関わりで情報の非該当性を判別する傾向が強いと
想定される．URAへのインタビュー調査では，「教員が個人的に興味のあるものには強い
関心をもつが，所属する組織全体に係るものには関心が薄い状況がある」との意見があっ
た．この意見は上述した教員の文化価値観の特徴を反映する．また，教員 Aへのインタビ
ュー調査では，教員が自らの業務意識で情報の該当性を判別する状況が見られた．例え
ば，一般お知らせとグループメールについて，個人の業務に直接係らないと判断した場
合，教員 Aはこれらのメールを非該当と判別するとのことであった．表 5.2に見られるよ
うに，教員は一般お知らせと共にグループメールも非該当メールだと答えていた．グルー
プメールは組織構成員全体に係るものであるが，必ずしも一人ひとりの構成員個人の業務
に強く関係するとは限らない．インタビューとアンケート調査の結果を合わせて見れば，
個人的意識の強い教員が個人の業務との関わりでメールの非該当性を判別する傾向が示唆
される．おそらくこれが，非該当メールに対する認識において教員が組織との関連性を語
らなかった理由であろうと考える．  
以上から，教員が個人の業務との関連性でメールの該当性を判別する傾向があるとした
ら，連携担当者や企業と比べて，教員の場合非該当と判別されるメールが多いことが考え
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られる．表 5.2が示しているように教員には非該当メールの割合が多いことから，教員が
個人の業務との関わりでメールの該当性を判別することが，教員の場合非該当メールの割
合が多いことの一因でると考えられる． 
一方で，連携担当者の非該当メールに対する認識を見ると，自らが所属する連携組織だ
けでなく大学連携全体を見る意識，および個人と組織に関わることを業務として認識する
点が，教員と異なることがわかる．例えば，非該当メールの種類について，連携担当者に
よる回答にグループメールは含まれていない．グループメールを非該当と判別しない点
も，企業研究員と同様である．企業出身の連携担当者は教員と異なり企業寄りの組織的な
意識を持つと考えられよう．もし連携担当者が組織との関連性という業務認識を持ちなが
ら，個人の業務との関わりで非該当性を判別する傾向の強い教員までに組織に関わるメー
ルを送るとしたら，教員はそれらを非該当メールと判別する可能性が十分考えられる．そ
れが不読問題の起こる要因の一つと推測できる． 
以上から，教員組織での人的フィルタリングが少ないこと，教員が個人の業務と関わり
でメールの非該当性を判別する傾向が強いこと，この二点が教員の場合非該当メールが多
い要因と分析できる．これらの要因は非該当メールに対する教員の反応だけで見られない
ものなので，内的要因と分類する． 
5.4.3 不読問題要因のまとめと改善方法 
不読問題の表面的要因と内面的要因 
非該当メールとそれに係る影響に焦点を当てた検討では，不読問題の可能な要因とし
て，教員ではより非該当メールの多いこと，教員が非該当メールに対する強く問題視する
こと，そして非該当メールが送り続けられる場合読まない措置をとることと考えられる．
これらの要因は，実際に非該当メールに対する反応で見られるもので，表面的要因にまと
められる． 
一方，なぜ教員の回答者は非該当メールに対してこうした反応があるのかについて，大
学教員の組織的かつ文化的な特徴から探ることができる．つまり，同僚制という構成によ
って部門や階層による情報フィルタリングが少ないこと，組織的意識がより希薄で個人と
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の関連性を中心に非該当を判別する傾向が，教員にとって非該当メールの多い理由と考え
られる．こうした組織的・文化的な特徴の左右があるから，教員の場合，非該当メールに
関わる影響一層深刻になるだろう．これらの理由は非該当メールに対する教員の反応だけ
で見られないもので，組織と文化の特徴を反映することから，内面的要因にまとめられ
る． 
教員の不読問題を問うには，観察される教員の行動のみならず，その行動を駆使する組
織文化に関わるヒューマン・ファクターと合わせて要因を探ることが重要である．この重
要性は本章の検討で示されている． 
改善方法 
異なるドメイン間のコミュニケーションであることを意識 
まず連携担当者として教員にメールを配信する場合，教員というドメインの組織的・文
化的な特徴を認識し，情報発信にあたって強く意識することが重要と考えられる．特に企
業出身者の多い連携組織は，企業の組織文化による強い影響を受けている可能性があるの
で，大学教員の組織文化が企業と異なることに配慮し，とりわけ教員は個々の独立性や個
人的意識の強い点を考えながら情報のやり取りをすることが良いであろう． 
非該当メールが容易に判別されるための工夫 
前述したように，教員が非該当メールを問題視し，非該当メールが送られ続けることが
不読の要因であることがわかった．理論上は非該当メールを送らないようにすれば，不読
の改善は図られる．しかしながら，実際にメールのやり取りでは，非該当メールを送信し
ないことは容易ではない．連携担当者へのインタビュー調査では，非該当メールの送信改
善について下記の困難が聞き取られた： 
「連携組織のコミュニケーション対象に非常に数の多い教員がおり（神戸大学の場合は
1000 人以上），特に一斉送信では，送信先一人ひとりについてメールの内容との関連性
を確認することが，現実には極めて難しい」． 
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「受信相手との面識がない場合が多いので，所属と分野で判断するしかない．例えば知
的財産の情報は，実際に携わっていない教員には該当しない可能性があるが，将来を考
えるとまったく関係がないとも言えないため，念のために送信するアプローチをとる」．  
「仮に受信相手がメールの該当者ではないとわかっても，人数が多い場合は（数十人か
ら数百人），数の限られた連携担当者では，相手を一人ひとり外すことが困難」． 
このように，実際の産学連携コミュニケーションでは，やむを得ず非該当メールを送っ
てしまうことがあるので，その場合，なるべく教員に容易に非該当メールを判別させる工
夫をすることが改善につながると考える．適切な工夫を探るために，ここでは教員がメー
ルのどこを見て非該当と判別するかに着目し調査を行った．表 5.5がその結果を示す． 
 
「○」は見る，「△」は場合によって見る，「×」は見ないという意味である．非該当の
判別において全員がメールの件名を見ること，そして大学事務職員以外の回答者が送信者
も見ることがわかった．  
教員が主に件名で非該当を判別することを考慮すると，メールの内容が明確に伝わる件
名を書くことが改善の鍵と考える．メールのやり取りで送信側に対する要望についての回
答は表 5.6のようなものであった．多くの回答者が明確な件名を書くことを望んでいるこ
とがわかった． 
 
 
 
表 5.5 非該当メールの判別箇所 
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教員と密接な関係を持つ組織を経由 
組織の構成による情報のフィルタリングについては，教員個人に直接情報を送るより，
教員個人との関連性の強い組織やコミュニティーを経由して送れば，不読の改善が図られ
る可能性がある．URAとのインタビュー調査では，情報発信の効率と効果の向上を図る
ために，URAが教員にとって密接な関係をもつ組織を通じてメール配信していることが
わかった．例えば，研究助成の情報を教員が所属する研究科の研究助成係を経由してメー
ル配信していることがなされている．その効果について筆者は研究科長を務めている教員
（回答者の大学教員 C）に確かめた．同教員によれば，「○○といテーマに近い教員を紹介
してほしい」と言う依頼メールがURA教員に届き，候補教員名をURA教員に返信する
ともに，候補の教員に対してはその旨をメール連絡したとのことである．候補の教員から
の承諾のメールが研究科長に届き，研究科長がその旨を URA教員に連絡し，URA教員と
候補の教員とがつながることになった．因みに，URA教員と研究科長は既知の関係であ
り，もちろん研究科長と候補教員も既知の関係である．本事例は、URAが図２に示した
企業型の情報伝達プロセスを工夫したものといえる．大学の組織的な特徴を配慮し，教員
とは密接な関係を持つ組織を通じた情報配信は取組み易い一つの改善方法と考えられる． 
 
5.5 本章のまとめ 
本章では，非該当メールが不読問題の一因であるとの仮説をもとに，非該当・非該当の
可能性があるメールに対する受信者の反応の違いに着目し，メールの発信側と受信側の両
表 5.6 送信側に対する回答者の要望 
 73 
 
面から不読問題について検討した．検討にあたっては，アンケート調査について，非該当
メールの受信・閲覧状況，非該当メールへの認識上の違い，非該当メールが送り続けられ
る場合の行動を質問項目として設定した．そしてインタビュー調査については，組織の構
成による情報の流れ，業務意識・認識に焦点を当てた．検討の結果から，企業などと比べ
て教員には非該当メールの割合が高く，教員が非該当メールを問題視し，非該当メールが
送り続けられる場合，教員は非該当可能性のあるメールを読まない措置をとることがわか
った．これらの要因は非該当メールに対する教員の行動から観察できるものなので，表面
的要素にまとめる．なお，教員には非該当メールが多い理由としては，まず教員の組織が
同僚制という特徴があり，組織の階層による情報のフィルタリングが少ないことから非該
当メールが多い点があげられた．また教員が個人の業務に直接関わらない組織関連のメー
ルを非該当と判別する傾向があることも理由の一つと考えられた．これらの要因は教員の
行動から直接見られないものであるため，内面的要因とまとめる．こうしたように，表面
的要因と内面的要因を総合的に捉えることで，教員の不読問題の要因を明らかにした．こ
こでは組織文化というヒューマン・ファクターを含めた内面的要因を考慮する重要性がわ
かる． 
以上の要因を踏まえた改善方法は，a. 教員が個人業務との関連性でメールの該当性を判
別する傾向が強い点を意識すること，b. 送信に際してなるべく内容が明確に伝わる件名を
書くこと，c. 教員との密接な関係を持つ組織・コミュニティーを経由して情報を配信する
こと，である． 
最後に，検討結果から考案した調査のアプローチが，産学連携における ICT利用上の課
題を究明し改善を探ることに役立つと考えられる．本章で取り上げる教員の不読問題は，
連携担当者が自らの実務経験だけでは問えないものであった．非該当メールへの対応を視
点に，大学組織文化の特徴に係るヒューマン・ファクターを導入することで，非該当と不
読の関係が捉えられ，教員の不読問題の直結する表面的要因と，その根本にある内面的要
因を特定できた．そして改善方法もつかむことができた．なお，検討を通じて，組織面・
文化面において教員が企業出身の連携担当者と異なる点を踏まえる重要性も示している．
以上のアプローチと方法が有用であることを確認した． 
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第6章 終わりに 
社会の持続的な発展を実現させるための方法として，現在産学連携が重要視され，高度
教育の施策に沿って積極的に進めされている．日本の産学連携には，大学や企業などの間
に，大学に設置された連携機関がコミュニケーションの架け橋となっている特徴がある．
連携担当者の不足による効率低下を改善し，多様な産学連携の関連情報を広域的に発信す
る補助として，ICTの利用が期待され，様々な ICTツールの利用が試みられている．一
方，連携担当者からは ICT利用の効果が上がっていないとの報告がある．本研究はその課
題を取り上げ，産学連携における ICT利用の検討に取り組んだ． 
第 1章では，日本の産学連携の概要と連携機関が架け橋となるコミュニケーションの特
徴を背景にし，産学連携における ICT利用の現状と効果が上がっていない課題について記
述した．課題の解決に向けた検討にあたっては，企業と異なる大学の組織文化に着目し，
大学組織文化に起因するヒューマン・ファクターを ICT利用の検討に取り入れる重要性を
示した．産学連携の ICT利用を巡る先行研究では大学の組織文化とヒューマン・ファクタ
ーを未だに考慮していないことから，本研究の目的は，大学組織文化に起因するヒューマ
ン・ファクターを組み入れたシステム検討ができるための方法の開発とした． 
第 2章では，大学組織文化に起因するヒューマン・ファクターを ICT利用の検討に組み
入れるためのアプローチを示す．ヒューマン・ファクターの関連研究を参考にしたうえ，
本研究で考慮する具体的なヒューマン・ファクターを明示した．まず，大学組織文化につ
いては，指揮命令系統が不明確（同僚制）であること，同じ物事に対して異なる認識や理
解があること（多様な文化価値観）という特徴に着目した．そして考慮するヒューマン・
ファクターは，ユーザが産学連携に対する意識・認識，ユーザが産学連携のコミュニケー
ションと情報やり取りに対するモチベーション，およびユーザが ICT利用時の反応，とし
た．なお，連携機関を介したコミュニケーションにおける情報の伝達も考慮して，ヒュー
マン・ファクターとコミュニケーションを合わせた検討は，本研究のアプローチの最大な
特徴であることを示した．検討方法のモデル構築と有用性考察については，神戸大学の事
例研究を用いて，筆者の参与観察，ユーザへのインタビュー・アンケートによって調べる
ことを記述した． 
第 3章は ICT利用におけるボトルネックの部分を特定するための検討方法を提案した．
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まず ICT利用の全体を分析しやすいための分析モデルを構築した．分析モデルは，産学連
携コミュニケーションを四つの区間に細分化すること（学内教員等→連携機関，連携機関
→学外企業等，学外企業等→連携機関，連携機関→学内教員等），情報伝達形態を四つのタ
イプに分類したうえで分割した区間に記載すること，ユーザのモチベーションを記載する
こと，からなる．分析は各区間において利用する ICTツールを記載したうえで行う．神戸
大学の事例を用いた分析した結果，WWWとメールの利用については，連携機関→学内教
員等という区間にボトルネックの部分があることを明らかにした．なお，当該区間では 
ICTツールの効果をさらに判定の必要性を示し，これを次の課題とした．情報伝達形態と
ユーザのモチベーションを合わせた検討の有用性は神戸大学の事例分析で確認できた．本
章で考案した検討方法は神戸大学の事例に限らず，連携機関を介したその他の組織のコミ
ュニケーションにも応用する可能性を示した． 
第 4章では，第 3章で特定したボトルネックの部分（連携機関から学内教員等への情報
発信）にフォーカスして，様々な ICTツールの効果を判定する方法を提案した．当該方法
では，まず教員の産学連携に対する意識を主要なヒューマン・ファクターとして，教員の
情報収集効率度との数値を ICT利用の効果を表す指標とした．次に，教員の情報収集プロ
セスにおける三つのステップ（情報に気づく→内容に到達→必要情報を取得）を，効率度
に直接影響するキー・ファクター（Direct Factors（DF））として数値化することにし
た．教員の情報収集はこの三つのステップがすべてクリアされるのみ成立するため，効率
度は DFの積で算出する．DFの数値は三つのステップがクリアされる教員の行動に影響
する要素から予測する．これらの要素を Indirect Factors（IF）とした．検討は，IFの内
容記述→IFから DFを予測し採点→DFの積で教員の情報収集効率度を導出という手順で
行う．神戸大学の事例を用いて判定を試みた結果，次の有用性が確認された．すなわち，
a.異なる産学連携意識を持つ教員に対して各 ICTツールの効果の差異が判定しやすくなる
点，b.異なる産学連携意識を持つ教員に対して ICTツールの切り替えによる効果の変化が
把握可能という点，c.効果的な情報発信を図るために如何に発信時の工夫（教員特定や情
報の分類・絞り込みなど）と ICTツールの利用を組み合わせ方が探りやすくなる点，であ
る．  
第 5章では，第 4章において効果判定の悪い不特定多数のメール利用に意識しながら，
教員の不読問題の究明と改善方法を探るための調査を行った．非該当メールが不読問題の
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一因であるとの仮説をもとに，非該当・非該当の可能性があるメールに対する受信者の反
応といったヒューマン・ファクターに着目した点，メールの送信側と受信側の両面から分
析を行ったところに特徴がある．調査項目の設定においては，非該当メールについて非該
当メールの受信状況，非該当メールの判別箇所，非該当メールの閲覧とし，大学組織文化
の面については，組織構成による情報の流れ，業務意識・認識，とした．神戸大学の事例
をもとに，連携担当者を含めて産学連携の実務経験を持つそれぞれの従事者にアンケート
調査を行った結果は次のように明らかにした．教員の不読問題の可能な要因としては，
１．教員がより非該当メールの多いこと，２．教員が非該当メールに対する強く問題視す
ること，３．非該当メールが送り続けられる場合は教員が読まない措置をとること，が捉
えられた．これらの要因を観察に見られる表面的要因に分類した．また，教員ドメインで
は同僚制という構成によって部門や階層による情報フィルタリングが少ないこと，教員は
個人業務との関連性で非該当を判別する傾向が強いことが，教員にとって非該当メールの
多い理由と捉えた．これらの理由を内面的な要因に分類した．改善方法としては，a. メー
ルの非該当性の判別について教員が組織より個人との関連性を考える傾向が強い点を意識
すること，b. 送信に際してなるべく内容が明確に伝わる件名を書くこと，c. 教員との密
接な関係を持つ機関・組織・コミュニティを経由して情報を配信すること，である．こう
したように，表面的要因と内面的要因を総合的に捉えることで，教員の不読問題の要因を
明らかにした．ここでは組織文化というヒューマン・ファクターを含めた内面的要因を考
慮する重要性がわかった．考案した調査・分析方法の有用性については，連携担当者の実
務経験だけでは問えない問題の究明と改善の探りに役立ったことから，本章のアプローチ
が有用であることが確認された． 
以上から，本研究は神戸大学の事例研究を通じて，ユーザに係るヒューマン・ファクタ
ーを重点的に考慮し，情報伝達形態や発信・受取側の状況を合わせたアプローチで，産学
連携における ICT利用の検討方法を提案した．上述した三つの検討から，まず産学連携に
特化した ICT利用の検討においては，大学や企業などの異なるドメインに属するユーザが
情報やり取りのなかで異なる行動と認識をする，との点を考慮することが必要かつ重要と
指摘できる．とりわけ，教員とのやり取りのための ICT利用においては，大学組織文化の
特徴に起因するヒューマン・ファクターが強い影響を与えている点が考慮すべきである．
ところで，本研究で扱った神戸大学の状況は産学連携における ICT利用の実態を反映する
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一事例ではあるが，同じく日本の産学連携政策と推進体制のもとにあるその他の機関と類
似すると考えられる．よって，本研究で考案した検討方法は神戸大学の事例にとどまら
ず，ほかの連携機関を介した産学連携の ICT利用の検討にも応用できる． 
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